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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第41期 第42期 第43期 第44期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 (千円) 3,947,089 4,742,992 4,770,096 5,206,287

経常利益 (千円) 917,837 1,244,391 635,601 1,065,412

親会社株主に帰属する
当期純利益

(千円) 587,675 829,790 384,978 794,759

包括利益 (千円) 617,245 842,585 403,698 843,081

純資産額 (千円) 2,216,895 3,017,830 3,342,393 5,781,821

総資産額 (千円) 5,595,281 6,134,824 6,589,322 9,066,648

１株当たり純資産額 (円) 532.27 724.57 802.50 1,131.12

１株当たり当期純利益金額 (円) 173.50 199.23 92.43 157.57

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) － － － －

自己資本比率 (％) 39.6 49.2 50.7 63.8

自己資本利益率 (％) 31.2 31.7 12.1 17.4

株価収益率 (倍) － － － 11.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 762,981 461,153 823,681 915,551

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 82,780 △575,459 △577,354 △1,090,901

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △360,174 △172,209 △1,348 1,376,032

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,734,488 1,462,566 1,726,936 2,949,267

従業員数
〔ほか、平均臨時雇用人員〕

(名) 130 139 159 167
〔52〕 〔50〕 〔45〕 〔42〕

 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２. 第41期から第43期の株価収益率については、当社株式は第43期まで非上場であるため記載しておりませ

ん。

３. 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び契約社員を含み、人材会社からの派遣社

員を含まない。）は年間の平均雇用人員を〔　〕外数で記載しております。

４．当社は、2023年２月13日開催の取締役会決議により、2023年３月９日付で普通株式１株につき10株の割合

で株式分割を行っております。第41期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及

び１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 (千円) 3,251,321 3,622,295 4,406,871 4,391,017 4,560,464

経常利益 (千円) 665,762 841,840 1,116,671 409,279 702,609

当期純利益 (千円) 685,074 564,269 751,221 212,000 509,067

資本金 (千円) 387,500 426,656 426,656 426,656 1,253,984

発行済株式総数 (株) 338,500 416,500 4,165,000 4,165,000 5,111,600

純資産額 (千円) 1,418,904 2,002,942 2,712,308 2,845,457 4,951,347

総資産額 (千円) 4,827,607 5,269,346 5,751,922 6,023,379 8,033,096

１株当たり純資産額 (円) 4,121.96 480.90 651.21 683.18 968.65

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
100.00 100.00 19.00 14.00 24.00
(－) (－) (－) (－) (0.00)

１株当たり当期純利益金額 (円) 2,023.85 166.59 180.37 50.90 100.93

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 28.9 38.0 47.2 47.2 61.6

自己資本利益率 (％) 64.7 33.2 31.9 7.6 13.1

株価収益率 (倍) － － － － 17.3

配当性向 (％) 4.9 6.0 10.5 27.5 23.8

従業員数
〔ほか、平均臨時雇用人員〕

(名) 98 108 117 135 141
〔58〕 〔52〕 〔49〕 〔44〕 〔41〕

株主総利回り (％) － － － － －
(比較指標：－) (％) (－) (－) (－) (－) (－)

最高株価 (円) － － － － 3,065

最低株価 (円) － － － － 1,281
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第40期において潜在株式は存在するものの、当社

株式は第43期まで非上場であり、期中平均株価が把握できないため、また、第41期から第44期までは潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

２．第40期から第43期までの株価収益率については、当社株式は第43期まで非上場であるため記載しておりま

せん。

３．株主総利回り及び比較指標については、当社株式は第43期まで非上場であるため記載しておりません。

４．最高株価及び最低株価は東京証券取引所グロース市場におけるものであります。なお、第40期から第43期

までの最高株価及び最低株価については、当社株式は第43期まで非上場であるため記載しておりません。

５．第41期から第44期までの財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、有限責

任 あずさ監査法人により監査を受けております。第40期の財務諸表については、金融商品取引法第193条

の２第１項の規定に基づく監査を受けておりません。

６．従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であり、臨時雇用者

数（パートタイマー及び契約社員を含み、人材会社からの派遣社員を含まない。）は年間の平均雇用人員

を〔　〕外数で記載しております。
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７．当社は2023年２月13日開催の取締役会決議により、2023年３月９日付で普通株式１株につき10株の割合で

株式分割を行っております。第41期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び

１株当たり当期純利益金額を算定しております。なお、発行済株式総数及び１株当たり配当額は、当該株

式分割前の実際の株式数及び配当額を記載しております。

８．第44期の１株当たり配当額24円00銭については、2025年６月27日開催予定の定時株主総会の決議事項に

なっております。
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２ 【沿革】

 
年月 概要

1981年４月
 

東京都杉並区に、動物血液の販売、細菌検査用培地の製造・販売を目的に、コージン株式会社を設
立

1986年４月 細胞培養用培地の製造・販売を開始

1986年６月 埼玉県坂戸市浅羽野に坂戸工場を新設移転

1989年６月 コージンバイオ株式会社に商号変更

1993年11月 「体外診断用医薬品製造業・製造販売業」許可を取得し、体外診断用医薬品の製造を開始

1997年４月 埼玉県坂戸市浅羽野に本社移転

1997年４月 埼玉県より中小企業創造活動促進法の認定を受ける

2000年２月 埼玉県より中小企業経営革新計画の承認を受ける

2002年１月 埼玉県坂戸市千代田に坂戸本社工場を設立し、本社を移転

2003年12月 当社にて国際規格「ISO9001」取得

2005年２月 「化粧品製造業・製造販売業」許可を取得、化粧品の製造を開始

2006年５月 当社にて国際規格「ISO13485」取得

2009年１月 「医療機器製造業・製造販売業」許可を取得

2009年７月 「医療機器修理業」第三種医療機器製造販売業許可を取得

2009年11月 中国北京に孝仁日医生物技術(北京)有限公司（2015年３月株式譲渡）を設立

2013年３月 エンバイオ株式会社 (現 連結子会社)の発行済み株式をすべて取得し、完全子会社化

2014年１月 香港新界に孝仁生物控股(香港)有限公司（現 連結子会社）を設立

2014年５月
 

中国上海に孝仁生物控股(香港)有限公司の100％出資により高金生物科技(上海)有限公司（現 連結
子会社）を設立

2015年７月 株式会社ピルムの株式をすべて取得し、完全子会社化し、細胞加工事業の製造受託を開始

2018年６月
 

埼玉県坂戸市千代田に味の素株式会社との合弁会社味の素コージンバイオ株式会社（現 持分法適用
関連会社）を設立

2019年６月 高金生物科技(上海)有限公司にて国際規格「ISO13485」を取得

2019年８月 連結子会社であった株式会社ピルムを当社に吸収合併

2020年３月 高金生物科技(上海)有限公司にて国際規格「ISO9001」を取得

2024年４月 東京証券取引所グロース市場へ株式上場
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３ 【事業の内容】
 
当社グループは、当社、国内連結子会社(エンバイオ株式会社)１社、海外連結子会社(孝仁生物控股(香港)有限公

司、高金生物科技(上海)有限公司)２社及び持分法適用関連会社(味の素コージンバイオ株式会社)１社の計５社で構成

されており、細菌検査用培地（注１）、体外診断用医薬品、細胞培養用培地の製造・販売、及び細胞加工の受託を主

な事業として取り組んでおります。

当社及び当社の関係会社の事業における位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。なお、以下

に示す事業の区分は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記事項」に掲げるセグメントと同

一であります。

 
組織培養事業

組織培養事業では、ヒト、動物、昆虫などの細胞を増殖させることを目的とした細胞培養用培地の開発・製造・販

売をしております。細胞培養用培地は、アミノ酸、ビタミン、脂肪酸、微量金属、無機塩などから構成される溶液

で、ヒトや動物の血液成分であるウシ血清（FBS）などを添加して使用する基礎培地と血清の添加を必要としない無血

清培地に分類することができます。

基礎培地は、1960年代の細胞培養の研究の黎明期に開発された培地で、含有される成分のすべてが公開されている

ことがその特徴となります。こうした基礎培地は十数種類存在し、基礎研究を中心に世界中の大学、企業等で使用さ

れております。一方、無血清培地は、1986年に狂牛病（BSE）の存在が確認されたことを受け、ウシ血清等を研究等に

使用することへの安全性の確保が難しくなったことを背景に開発が進められた培地であります。基礎培地の組成が公

開されているのに対し、無血清培地は各社の技術の粋を集めたもので、基本的に組成は非公開とされております。加

えて、基礎培地は血清を添加することで、複数種類の細胞を培養できるのに対し、無血清培地は細胞の種類ごとに専

用の培地が存在している点も基礎培地と無血清培地の大きな違いであります。

ウシ血清等を添加している基礎培地が安価であるのに対し、無血清培地は血清の代替として、高額な細胞増殖因子

を添加しているため、価格帯は高額となります。しかしながら、血清を添加している基礎培地にはウイルスのコンタ

ミネーション（注２）の懸念があるのに対し、無血清培地では、ウイルス等の外来因子の排除が可能なことから、高

額であっても再生医療の研究開発に欠かせない製品となっており、当社としては無血清培地の開発と販売に注力して

おります。

これまでは、細胞培養用培地は研究用としての使用が主流でありましたが、近年では、再生医療分野や抗体医薬品

の製造などにも多く使用されるようになってきたことから、その市場規模は数年間で急速に成長を続けており、さら

に大きな市場に拡大していくと予想しております。特に再生医療分野におきましては、幹細胞、免疫細胞が注目され

ており、これらの細胞はアンメットメディカルニーズ（注３）の治療領域を満たすものとして、世界中で盛んに研究

が行われております。その中でも間葉系幹細胞（注４）は、こうした再生医療に使用される細胞としては最も有力な

細胞の一つであり、当社もKBM ADSCシリーズとして2014年から発売を開始し、主力製品の一つとなっております。ま

た、免疫細胞に代表されるＴ細胞は、遺伝子改変細胞（注５）のターゲットとなっており、最新のがん治療薬として

開発が進められております。当社は、こうした免疫細胞を培養する培地の開発を最も得意としており、KBM500シリー

ズとして販売されている免疫細胞培養用培地は、末梢血から単離したPBMC（注６）から目的の細胞であるT細胞やNK細

胞を培養した際に、有効な細胞増殖性能があると大学や企業を含む顧客よりご評価いただいております。

これら培地に加えて、当社は、脳梗塞等の治療で注目される神経幹細胞（注７）を培養するKBM Neural Stem Cell

（注８）、様々な組織を作製する上で必須となる血管網の構築を促す血管内皮細胞を培養するKBM VEC-1（注９）、皮

膚の再生に必要となる表皮角化細胞を培養するKBM NHEK-XF2（注10）など、再生医療に関連する製品を多数ライン

ナップしております。

今後の開発の方向性といたしましては、抗体医薬品の70％以上がCHO細胞（注11）により生産されていること、CAR-

T細胞（注12）等の遺伝子改変細胞を作製するために使用されるウイルスベクター（注13）の生産のほぼすべては

HEK293細胞（注14）と呼ばれる細胞株が使用されていることから、これらの産業利用される細胞培養用培地の市場規

模は、数年で非常に大きく急成長すると予想しており、これらの開発に注力しております。これら培地は、無血清培

地でありながら、細胞増殖因子を含まず、アミノ酸、ビタミン、微量金属などの化学合成物質のみから構成される

Chemically Defined（CD）培地で、非常に開発が困難な培地ですが、CHO細胞用培地は現在上市しております。また、

HEK293細胞培養用培地に関しましても開発は順調に進んでおり、来年度上市を予定しております。さらに、こうした

培地は使用量が数千リットルから数万リットルと大量なため、国内外を問わず粉末での供給が一般的ですが、そうし

た技術開発にも成功しております。

再生医療市場は、2020年には0.6兆円であったところ、2040年には11.6兆円の予測（再生医療・遺伝子治療の産業化
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に向けた基盤技術開発事業 中間評価 技術評価報告書（2023年３月 産業構造審議会 産業技術環境分科会 研究開発・

イノベーション小委員会評価ワーキンググループ））となっており、市場規模は拡大傾向にあります。

 

※組織培養事業が担うのは赤枠内

 

(注) １．培地は、微生物や生物組織（細胞）が成長しやすいよう人工的に作られた環境を提供するもの。寒天な

どで固められた固体培地や、液体状で存在する液体培地などがあり、生育させる微生物、細胞の種類に

より、培地の成分形状は異なる

２．細胞や微生物などを人工的に培養するときの、微生物などによる汚染

３．未だ満たされていない医療ニーズ、つまり、未だ有効な治療方法がない疾患に対する医療ニーズ

４．間葉系幹細胞は、生体内に存在し、骨芽細胞、軟骨細胞、脂肪細胞等に変化できる細胞で膝関節の治療

をはじめとする様々な損傷治療に使用できる細胞として注目されている

５．細胞の機能を決定する遺伝子を導入し、これまでにない機能等を与えられた細胞の総称

６．PBMC（Peripheral Blood Mononuclear Cellsの略）は、末梢血から分離される単核細胞で、T細胞、B細

胞、NK細胞、単球及び樹状細胞などの多様なリンパ球を含む

７．神経幹細胞は、脳の中に存在する幹細胞で、ニューロンといった神経機能を担う細胞に変化する能力を

持ち、こうした機能から筋萎縮性側索硬化症（ALS）といった難病の治療が期待される細胞

８．KBM Neural Stem Cellは、神経幹細胞を培養するための当社製品

９．KBM VEC-1は、血管の内側に存在する血管内皮細胞を培養するための当社製品

10．KBM NHEK-XF2は、ヒトの皮膚の元を作り出す表皮角化細胞を培養するための当社製品

11．CHO細胞（Chinese Hamster Ovaryの略）は、チャイニーズハムスターの卵巣に由来する上皮細胞で、組

換えタンパク質の生産によく使用される

12．CAR-T細胞は、T細胞にChimeric Antigen Receptor（CAR）を導入した遺伝子改変細胞で、がんに対する

攻撃力を高めた細胞

13．ウイルスベクターは、細胞内に効率的に遺伝物質を運び込むために、ウイルスの感染能力を利用して作

製されたツール

14．HEK293細胞（Human Embryonic Kidneyの略 ）は、ヒト胚性腎臓細胞から作製された細胞で、組み換え

タンパク質やウイルスを増幅させるために使用される細胞

(主な関係会社) 当社、高金生物科技(上海)有限公司及び味の素コージンバイオ株式会社
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微生物事業

微生物事業では、感染症や食品汚染の原因となる微生物を特定するための製品の開発と製造・販売を行っていま

す。目に見えない微小な微生物を特定するためには、微生物に由来する物質を着色したり、微生物そのものを増殖さ

せたりして、人が視覚的に確認できるようにする必要があります。

○細菌検査用培地

当社は、創業から長年培った微生物そのものを増殖させる細菌検査用培地の製造ノウハウを保持しており、KBMブラ

ンドとして多くの製品群を市場に提供しております。

微生物の増殖のためには、目的とする微生物にとっての最適な環境を整える必要があります。一定の栄養素（アミ

ノ酸、糖質、無機塩類）に加え、特定の栄養素（ビタミン等）や血液を発育成分として要求する微生物、酸素の有無

や二酸化炭素濃度（酸化還元電位）、水素イオン濃度（pH）なども微生物によって異なります。従って、ある特定の

微生物の生育に適した環境を人工的に模造することで、微生物を選択的に増殖させることも可能であり、このような

微生物の培養に適した環境を与える材料を容器に閉じ込めた製品が細菌検査用培地であります。

細菌検査用培地は、用途に応じて、液体、固体、半流動の状態で利用されます。試料（検体）に含まれる微生物の

数を知りたい場合等には固形の細菌検査用培地を、試料（検体）中に含まれる微生物の数が少なく速やかな増殖を期

待する場合には液体の細菌検査用培地を、微生物の性状を知りたい場合等には半流動の細菌検査用培地を用います。

また、細菌検査用培地は、抗生物質に感受性なのか耐性なのかを判断する場合等にも利用されます。このように細菌

検査用培地は、微生物の種類や医療（感染症）、食品（病原菌）、製薬・化粧品（品質）などの検査の目的により、

様々な種類の製品が存在し、当社においては2025年３月期に年間300品目を超える細菌検査用培地等を製造販売してお

ります。

○体外診断用医薬品

体外診断用医薬品は、身体を直接の被検体とせずに、人に由来する試料を検体とし、検体中の物質等を検出又は測

定することにより、診断に用いることの出来る医薬品です。製品として販売する場合は、厚生労働省のガイドライン

に基づいた審査を受け、承認基準に適合する必要があります。当社は、微生物に由来する物質を可視化するため、抗

原抗体反応を利用した検査キットを開発し、体外診断用医薬品の認可を受けた製品化に成功いたしました。この検査

キットは、抗体を結合させた金コロイド粒子（粒子径10nmから100nm程度の金の粒子）の共鳴反応が関与しており、金

コロイド粒子の集積に基づく発色技術（注）が使用されています。また、抗体は病原体に由来する物質と特異的に反

応するため、対象微生物の特定も可能となります。従って、様々な感染症の原因となる微生物を特定するための製品

群を開発することが可能となります。近年では、新型コロナウイルス感染症の抗原を検査するためのキット「KBMライ

ンチェックnCoV(スティックタイプ)」が、体外診断用医薬品として製造販売許可申請が承認され、ひいては、国から

の増産要請を受けて月産最大約20万検体分の製造を行うことで、未曽有の感染拡大を続ける新型コロナウイルス感染

症の拡大防止に向けた製品提供を果たしました。また、新型コロナウイルス感染症とインフルエンザを同時に検出す

る体外診断用医薬品「KBMラインチェックnCoV/Flu」の発売も開始しました。さらに、インフルエンザのA型とB型を区

別するための「KBMラインチェックFlu AB」、小児の呼吸器感染症の原因ウイルスであるRSウイルスを判別する「KBM

ラインチェックRSV」も体外診断用医薬品として製造販売を続けています。また、これらの製品に加え、新たに自己免

疫性肺胞蛋白症の診断の補助を目的として、血清中の抗GM-CSF抗体を検出するために使用される抗GM-CSF抗体キット

「KBMラインチェック APAP」の製造販売を開始しました。これらの抗原検査キットは、方法が簡便であるにも関わら

ず、15分程度で結果が得られることから、迅速検査が望まれる医療施設や臨床検査センターなどで利用されていま

す。近年では、新型コロナウイルス感染症抗原検査キットに加え、新型コロナウイルス感染症とインフルエンザの同

時抗原検査キットが薬局での販売も可能となり、国民の健康維持には欠くことの出来ないアイテムとして認知されて

います。

新型の感染症が問題視される一方で、未だ世界規模で流行している感染症も多くあります。エイズ、結核、マラリ

アは、「三大感染症」と呼ばれています。2000年の世界保健総会において、「ストップ結核パートナーシップ」 が発

足しました。WHOが中心となり、2050年までに世界の結核を100万人に一人まで減らすことが目標として策定され、日

本国内においても、「ストップ結核ジャパンアクションプラン」が策定されています。当社は、発育の遅い結核菌の

ための培養技術の改善を目指し、国内の研究機関と連携した製品開発を進めております。また、世界規模のマラリア

対策を進めるため、WHO、UNICEF、UNDP、世界銀行が中心となって「ロールバック・マラリア・パートナーシップ」

が設立され、死亡率及び有病率の半減が目標として掲げられました。当社は、マラリア診断に寄与すべく、血液を試

料とする抗原検査キットの開発に着手しております。また、研究用試薬となりますが、近年東南アジアを中心に猛威

を振るっているNDM型カルバペネマーゼ産生菌（薬剤耐性菌）の検査キット（KBMラインチェックNDM）の開発に成功

し、開発途上国の抱える課題の解決に取り組んでおります。抗原検査キットは、簡便かつ迅速な手法であることか

ら、電源事情の悪い地域での活用が期待されております。
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微生物製品の開発や製品化においては、現在も共同研究やOEM受託等も積極的に行い、微生物検査を取り巻く市場や

顧客ニーズの変化に対応した製品を提供し続けています。

 

（注）金コロイド粒子の集積に基づく発色原理：金属に光が当たると、金属表面の電子がその影響を受けて集団

的な振動が起こります。振動と入射した光とが共鳴すると、特定の波長の光（緑色）が強く吸収されるよ

うになります。その結果、金コロイド粒子が、一定の波長の光（赤色系）を帯びて視認されるようになり

ます。

(主な関係会社) 当社及びエンバイオ株式会社

 
細胞加工事業

細胞加工事業では、「再生医療等の安全性の確保等に関する法律」（以下、再生医療等安全性確保法）における再

生医療の健全な普及に向け、特定細胞加工物製造受託及び再生医療等法規対応サポートを行っています。

○特定細胞加工物製造受託

免疫療法や幹細胞治療等の再生医療等を提供されている医療機関より依頼を受けて、厚生労働省より許可を得た細

胞培養加工施設（施設番号：FA3190002、細胞培養加工施設の名称：コージンバイオ株式会社 埼玉加工センター）に

て、当該医療機関が患者より採取した組織を預かり、特定細胞加工物の製造を受託しております。

特定細胞加工物とは、再生医療等安全性確保法第２条で、「再生医療等に用いられる細胞加工物のうち再生医療等

製品であるもの以外のもの」と定義されており、当社においては免疫細胞や幹細胞を中心に医療機関より受託してお

ります。医療機関において採取された組織（血液や脂肪細胞等）を、当社の細胞培養加工施設にて受領し、そこから

目的の細胞（免疫細胞や幹細胞）を取り出します。それら細胞をその管理項目に合った環境下において増殖させ、医

療機関指定の細胞数まで増やしたうえで、医療機関からご指定の日に合うように納品いたします。

特定細胞加工物の製造には、自社製の細胞培養用培地を使用しており、組織培養事業と連携することで、双方の技

術開発及び、製品の品質向上に努めております。培地の製造メーカーである当社が、自社製の細胞培養用培地を用い

て特定細胞加工物の製造を行い、さらに、自社製の細菌検査用培地を用いて品質管理試験を行うことで、費用を抑え

ることができ、柔軟な価格設定が可能となります。そこで、再生医療を身近な医療として認知度を高め、治療の医療

負担を軽減させることを目的に、特定細胞加工物を医療機関へ提供しております。

2022年７月からは、東京大学医学部附属病院との社会連携講座「臨床幹細胞生物学講座」を通じて、細胞治療のメ

カニズム究明やエビデンス取得のための臨床解析を行っております。

また、共同研究の成果といたしましては、三重大学大学院 医学系研究科 個別化がん免疫治療学のグループにて開

発されたトリプルネガティブ乳がんに対し、GD2を標的としたCAR-T細胞を用いた医師主導型治験における治験薬の製

造を予定しております。

○再生医療等法規対応サポート

医療機関が患者に再生医療を提供する場合、再生医療等安全性確保法に基づき、製造委託の有無や細胞培養加工施

設に関する情報を含め、提供しようとする再生医療のリスクに応じた再生医療等提供計画を作成し、認定再生医療等
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委員会の意見を付して、厚生労働大臣に提出することが義務付けられております。かかる法的手続きなどを経ないま

ま、再生医療等の提供あるいは特定細胞加工物の製造は医療機関においては法律違反となり、罰則が科されることと

なります。当社では、再生医療を行う医療機関より委託を受けて、医療機関が患者に再生医療を提供する際に必要と

なる各種申請・届出業務に係る書類作成等のサポート及び治療提供のために必要な行政手続きの支援業務を行ってお

ります。

 

(主な関係会社) 当社

 
事業の系統図は、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所

資本金又は

出資金

(千円)

主要な事業

の内容

議決権の所有

(又は被所有)

割合(％)

関係内容

(連結子会社)      
エンバイオ株式会社

(注)３、５

東京都

品川区

50,000 微生物事業 100.0 同社は当社代理人として、当
社製品を販売しております。
役員の兼任等…２名

孝仁生物控股(香港)
有限公司
(注)３、４、５

香港新界 1,330万
(香港ドル)

組織培養事業 100.0

 
同社は中国子会社の管理をし
ております。
役員の兼任等…２名

高金生物科技(上海)
有限公司
(注)３、４、５、６

中国

上海市

1,000万
(香港ドル)

組織培養事業 100.0
[100.0]

同社は当社の製品供給を受
け、当社製品を販売しており
ます。
役員の兼任等…６名

(持分法適用関連会社)      
味の素コージンバイオ
株式会社

(注)３、５

埼玉県

坂戸市

475,000 組織培養事業 49.0 同社は当社から製造業務を受
託しております。当社より本
社及び工場の土地・建物の貸
与を受けております。
役員の兼任等…２名

 

(注) １．議決権の所有割合の［　］内は、間接所有割合で内数であります。

２.「主要な事業の内容欄」には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

３．役員の兼任等については、役員の兼任(当社役員又は従業員で当該関係会社の役員を兼務している者)及び

出向(当社従業員で当該関係会社の役員として出向している者)を表示しております。

４．特定子会社であります。

５．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

６．子会社である高金生物科技(上海)有限公司につきましては、売上高(連結相互間の内部売上高を除く)の連

結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等

高金生物科技(上海)有限公司

(1) 売上高　　　　　　　　　　774,683千円

(2) 経常利益　　　　　　 　　 216,580千円

(3) 当期純利益　　　　　　   164,440千円

(4) 純資産額　　　　　　　　　660,520千円

(5) 総資産額　　　　　　　　　944,530千円
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５ 【従業員の状況】
 
(1) 連結会社の状況

 2025年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

組織培養事業 60( 6)

微生物事業 55(31)

細胞加工事業 38( 1)

全社(共通) 14( 4)

合計 167(42)
 

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び契約社員を含み、人材会社からの派遣社

員を含まない。）は最近１年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属しているものであります。

 
(2) 提出会社の状況

   2025年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

141(41) 38.0 6.0 5,623
 

　

セグメントの名称 従業員数(名)

組織培養事業 39( 5)

微生物事業 50(31)

細胞加工事業 38( 1)

全社(共通) 14( 4)

合計 141(41)
 

(注) １．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であり、臨時雇

用者数（パートタイマー及び契約社員を含み、人材会社からの派遣社員を含まない。）は最近１年間の平

均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属しているものであります。

 
(3) 労働組合の状況

当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であり、特記すべき事項はありませ

ん。
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(4) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

① 提出会社

当事業年度

管理職に占める
女性労働者の割合(％)

(注１)

男性労働者の
育児休業取得率(％)

(注２)

労働者の男女の
賃金の差異(％)(注１)

全労働者
正規雇用
労働者

パート・
有期労働者

25.0 33.3 71.1 80.2 55.8
 

(注) １．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（2015年法律第64号）の規定に基づき算出したもので

あります。

　　 ２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（1991年法律第76号）の規定

に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（1991年

労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものであります。

 
② 連結子会社

連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（2015年法律第64号）及び「育児休業、介

護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（1991年法律第76号）の規定による公表義務の対象

ではないため、記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】
 
文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。

 
(1) 経営方針及び経営環境

当社は、1981年４月に動物血液の販売と細菌検査用培地の製造・販売（微生物事業）から事業をスタートいたし

ました。市場のニーズに合わせ、1986年４月には細胞培養用培地の製造・販売（組織培養事業）を開始し、続い

て、2014年11月の「再生医療等の安全性の確保等に関する法律」の施行に伴い、細胞加工事業を開始いたしまし

た。「組織培養事業」「微生物事業」「細胞加工事業」の３つの事業展開に加え、それらの事業を組み合わせるこ

とによって生みだされるシナジー効果を事業に活用する点が当社の最大の特徴であり、優位性であると考えます。

組織培養事業と細胞加工事業の関係性について、細胞加工事業の競合他社においては、当社のような培地を製造

する企業から培地を購入し、細胞を加工する必要があるのに対し、当社では自社製品の細胞培養用培地を細胞加工

事業で使用することができるため、細胞加工業務の原価率を低く抑えることができ、収益率の上昇に繋がります。

また、細胞加工事業での自社培地使用により、その培地の性能に対するフィードバックを社内で速やかに得ること

ができ、製品性能・品質の向上、及び改善につなげることができる点にあります。

組織培養事業と微生物事業の関係性については、組織培養事業は細胞、微生物事業は細菌と、培養するターゲッ

トは異なりますが、一部の顧客については、細胞を培養し、同時にその環境における細菌汚染を確認するなど、同

一顧客に別事業の製品の販売が可能となることがあります。また、多くの販売代理店では企業や大学、医療機関な

どを顧客とし、様々な試薬を幅広く扱っていることから、当社が持つ組織培養事業と微生物事業の両製品を取り

扱っており、顧客基盤や販売網を共有できる点が単一の事業のみの競合他社と比較して、優位であると考えており

ます。

市場の状況といたしまして、組織培養事業では、再生医療市場における細胞培養用培地は、長きに亘り研究用途

での使用が主流でありましたが、近年では、再生医療の市場発展により臨床用途での使用という新たな需要が生ま

れております。また、抗体医薬品やワクチンの研究、製造など、産業用においても細胞培養用培地が大量に使用さ

れるようになってきたことから、その市場規模は数年間で急速に成長を続けており、グローバルでさらに大きな市

場へ拡大していくと予想しております。

細胞加工事業では、ここ数年、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、細胞加工の主要な患者層だったイ

ンバウンドによるメディカルツーリズムが減少いたしました。しかしながら、各国における海外渡航制限の緩和に

より、インバウンドも回復している様子が見られ、新たに再生医療、細胞治療を実施する医療機関数も増加傾向に

あることから、国内の再生医療市場は今後も大きく発展していくと考えております。

微生物事業では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、抗原検査キットなどの新型コロナウイルス感染

症関連商材という新たな市場が創出されました。当初は需要が供給を大きく上回ったことから、市場における製品

不足に陥りましたが、各社積極的な設備投資の実施により、現在の市場は落ち着きを取り戻しております。

すべての事業において共通しているのは、新型コロナウイルス感染症による経済活動への影響は収束し、これま

で停滞していた海外への事業展開が動き出すとともに、今後は各市場の成長に合わせた製品開発、価格戦略などの

競争が激化していくものと考えております。

 
当社は、販売数量と売上高の増加が企業価値向上に寄与するものと考えており、中長期かつ持続的な成長を実現

するために、当社がこれまで培った製造技術に加え、特注で対応できる強みを活かして、製品のラインナップの拡

充のために、更なる生産技術及び営業体制の強化に努めております。さらに、再生医療等製品の臨床試験用細胞の

製造受託事業（CDMO事業）に参入し、更なる事業拡大を目指しております。

また、下記の「社是」と「基本理念」を経営の中核に置き、市場・社会、法制度等への対応力強化と、各事業の

強みを生かし、バイオテクノロジーの発展と共に、持続的な成長を続けてまいります。

 
「社是」

敬天愛人成善　～公明正大 謙虚な心で仕事にあたり 人に恥ずることなく 人を愛し 仕事を愛し 善業を成す～
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「基本理念」

「コージン」、つまり「考える人（考人）の組織集団」として、

１．常に誠心誠意で仕事をする

２．今、必要とされている最先端の製品を世に出す

３．喜びに満ち満ちた会社である

という基本理念のもと、私たちはバイオテクノロジーの発展のために日々努力しています。

 
「経営理念」

当社グループは、「考える人」の組織集団として、「顧客第一主義・品質第一主義」をモットーにバイオテクノロ

ジーの発展に貢献していきます。

 
「ビジョン」

・グローバル企業としての位置を確立し、培地業界における国内シェア１位に

・新規事業を開拓し、高付加価値サービスを提供し続ける

 
「行動指針」

１．顧客の理解と満足が得られる製品であること

２．品質最優先で製造された高品質な製品であること

３．社会が今必要としている最先端の製品であること

４．一人一人が品質に自覚と責任を持てる製品であること

５．各種法規・規格・標準を遵守すること

 
(2) 事業展開方針

当社グループは、「組織培養事業」「微生物事業」「細胞加工事業」の３つの事業を展開しております。

組織培養事業では細胞を培養する際に用いる細胞培養用培地の製造を、微生物事業では細菌検査と感染症に関連

する製品の製造を、また、細胞加工事業では医療機関より細胞の加工業務の受託を行っています。

今後、再生医療市場の拡大が見込まれており、周辺産業としての組織培養事業と細胞加工事業を成長の核と位置

付け、重点戦略を実施していきます。

また、上記事業に加え、微生物事業においてもアジア圏で新たな市場が創出されており、各地域の需要に応じた

製品を開発、供給することで、海外展開にも注力していきます。
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《事業セグメント別成長イメージ》

組織培養事業：グローバルで市場が拡大傾向にあり、それぞれの需要に応じた製品を供給

微生物事業　：海外展開による新たな市場の開拓

細胞加工事業：再生医療等製品製造受託への新規参入

 
《中期事業目標》

重点戦略①：組織培養事業／開発から製造、販売までをワンストップで対応できる強みを活かし、種々の細胞

に合致する製品の供給と、新たなニーズに沿う製品を開発することで、アジアNo.1の培地製造販

売会社を目指す。

重点戦略②：細胞加工事業／現在実施している特定細胞加工物に加え、再生医療等製品の製造受託に参入する

ことで、この両輪を回し、研究開発から産業化まで対応が可能な高品質、高水準の細胞加工受託

業者の地位を確立する。

重点戦略③：微生物事業／アジア圏における感染症の簡易検査キットを開発し、製品投入することで新たな売

上を獲得する。

 
(3) 中長期的な会社の経営戦略

① 組織培養事業

再生医療分野や抗体医薬品の製造などグローバルに再生医療・細胞治療の市場が拡大している中で、細胞培養用

培地を含む周辺産業では、これまで研究用途が中心だったものから、再生医療分野や抗体医薬品の製造など臨床用

途への移行が進んでおり、より高性能、高品質の製品需要が高まっております。

そこで、当社がこれまで培ってきた製造技術に加え、特注で対応できる強みを活かして、今後は自社製品のライ

ンナップの拡充と新たな特注製品やOEM製品の製造受託に対応すべく、更なる生産技術及び営業体制の強化に努め

てまいります。

また、当社が事業展開しているアジア圏においては、各国現地企業による市場参入が見られ、これまで以上に性

能面、価格面での競争が激化しておりますが、当社が蓄積してきた高性能製品の開発能力と日本産という高品質製

品の製造能力を武器に、競合他社との差別化を図っております。そのような環境の中、当社では、大学や企業と積

極的な共同研究を実施しており、そこから創出される開発製品の拡充と営業体制の増強により、新規顧客、新規案

件の開拓に加え、アジア圏での販売代理店網を拡大していくことで、細胞培養用培地の販売数量アジアNo.1を目指

してまいります。

同時に、世界中でバイオ医薬品の研究開発や最終製品の上市が相次いでいる中で、これら製造にも細胞培養用培

地が必須であり、その需要が拡大しております。バイオ医薬品製造のための細胞培養用培地は使用量が多量となる

ことから、液状ではなく粉末状での供給が必要となり、当社においても粉末培地の開発にも力を入れております。

今後、国内外へ粉末培地を供給するために専用の製造設備の新設を計画しております。

 
② 微生物事業

日本における細菌検査について、医薬品や食品、化粧品等の産業分野で使用される細菌検査用培地は、供給が不

安定、かつ、定期的に価格が上昇している輸入製品から国産製品への切り替え需要があることから、国産の強みを

活かした提案営業を強化してまいります。

一方、病院等の臨床分野では、国内の細菌検査の市場が飽和状態となっていることから、今後も市場拡大が見込

めるアジア圏への事業展開を模索しております。

アジア圏では細菌検査の体制が整っていない地域が多数存在しており、これらのエリアにおいて、感染症の簡易

迅速診断を可能とする検査キットが普及する可能性が高く、アジア圏需要が大きい感染症をターゲットとした製品

開発と供給の整備を進めてまいります。

 

EDINET提出書類

コージンバイオ株式会社(E38689)

有価証券報告書

 16/107



 

③ 細胞加工事業

再生医療の進展により、大学や企業による臨床試験を目指した研究開発が活発になっておりますが、この臨床試

験で用いる細胞製剤の製造を受託する企業が不足していることが市場拡大のボトルネックとなっております。

当社の細胞培養用培地のユーザーからも、臨床試験用細胞の製造委託の相談が寄せられており、当社がこれらの

受け皿となるべく、新たに細胞加工施設を立ち上げ、再生医療等製品の臨床試験用細胞の製造受託事業（CDMO事

業）に参入いたしました。

競合となる細胞加工受託企業と差別化すべく、当社の組織培養事業と組み合わせ、「培地×細胞加工」というア

プローチでの新規案件の獲得を進めてまいります。

また、がん免疫治療や幹細胞治療を主とする特定細胞加工物の受託について、海外渡航制限の緩和により、イン

バウンドによるメディカルツーリズムが再開しており、再生医療等提供医療機関は増加傾向となっております。

引き続き新たな医療機関との委受託契約の締結を見込んでおりますが、日本のみならず、アジア圏で自国での細

胞治療という市場が創出され始めていることから、細胞加工施設の新設、並びにこれまで培った運用のノウハウを

活用し、海外での細胞加工受託事業の展開を計画しております。

 
(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

① 人材の採用・育成

当社グループの主要事業である組織培養事業、微生物事業及び細胞加工事業においては、様々な専門スキルを有

する人材が必要となっております。今後、市場の成長に伴う新規参入などによる更なる競争の激化が見込まれるな

か、多様な専門人材の採用・育成が不可欠となっていることから、当社グループでは、グローバルな人材の確保に

注力する方針であります。

また、組織規模の拡大・多様化に対応した会社組織としてのガバナンス、従業員サポート、教育の質的向上にも

尽力してまいります。

 
② 新型コロナウイルス感染症への対応

当社グループにおける３年以上に亘る新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う影響は事業によって異なりま

す。

微生物事業においては、同感染症のPCR検査用のウイルス輸送液及び抗原検査キットが業績に貢献いたしまし

た。

細胞加工事業においては、当社の取引先の医療機関へ来院するインバウンドの患者の減少を招き、細胞加工受託

数の減少の要因にもなりましたが、2021年以降は、これを契機に国内患者向けのクリニックへ新規開拓に向けた営

業活動の誘因となりました。

現状、世界的には軒並み個人行動の制限は解除され、正常化への歩みが進んでいるほか、国内においては、2023

年５月から感染症法上の分類がインフルエンザと同じ５類に引き下がることが決まりましたが、当該感染症が完全

に終息することは考えづらく、今後の見通しとしましても引き続き不透明な状況が続くと見込まれます。

新型コロナウイルス感染症の５類移行後の検査需要について、当社製品の一部は既に2023年４月にOTC医薬品の

認可を取得しており、「KBM ラインチェックnCoV」について、ドラッグストアやインターネットを通じた販売経路

の拡大に努める方針であります。また、細胞加工事業においては、中国などの一部地域を除き、海外渡航制限の緩

和により、インバウンドによるメディカルツーリズムが再開したことで、外国人患者検体の細胞加工受託が回復し

ており、引き続き積極的な営業活動を進めてまいります。

新型コロナウイルス感染症の収束及び５類移行による影響を多岐にわたり想定しておりますが、リスクを十分認

識した上で対策を取り、企業価値の確保、向上を図ってまいります。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサステナビリティの基本方針、戦略及び指標は検討中です。現在取り組んでいる内容に関しまして

は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) ガバナンス及びリスク管理

当社グループでは、サステナビリティ経営を実行するため、2025年５月よりサステナビリティ委員会を設置いた

しました。サステナビリティ委員会は、代表取締役社長を委員長とし、全社的なサステナビリティ戦略の立案、サ

ステナビリティ関連のリスク及び機会の識別、その対応策の策定並びに進捗管理の役割を担うとともに、各事業部

門と積極的なコミュニケーションを図りながら、事業とサステナビリティを結びつける取り組みに向け準備をして

おります。委員会は原則として年に１回以上開催され、当社の取締役（社内）、常勤監査役、関連する部長職以上

が参加を予定しております。また、審議結果は、内容の重要度を鑑み、年１回、取締役会に報告される体制となっ

ております。取締役会は、サステナビリティ委員会の報告に基づき、サステナビリティ関連のリスク及び機会への

対応策、並びに進捗状況等について指示・監督を行う予定としています。

 
(2) 戦略

人的資本・多様性

当社グループの成長戦略を実現するためには、高度な専門的知識、技能及び経験を有する、多様な人材の確保及

び育成が不可欠だと考えております。これを維持・向上するために、当社ではフレックスタイム制及び時差出勤制

度を導入することで多様化するワークライフバランスに対応した労働環境の整備を行い、人材の長期的な確保に努

めております。

その中でも、ライフステージによってワークライフバランスが変動しやすい女性従業員の育成に関して、女性管

理職比率の向上及び育児休業取得率の向上を目標としております。また、女性だけに限らず、営業職、製造職、研

究職、事務職などの異なる働き方のすべての従業員が、男女ともに、学業、子育て、介護などのライフステージに

合わせて、プライベートと仕事が両立できる、従業員一人一人が満足し、前向きに働くことのできる公平で柔軟な

働き方を受容する人事制度設計及びその働き方を受け入れる風土作りの準備をしてまいります。

 
(3) 指標及び目標

上記(2) 戦略で記載した、多様な人材の確保及び育成について、連結グループに属するすべての会社では行われ

てはいないため、連結グループにおける記載が困難であります。このため、次の指標に関する目標及び実績は、連

結グループにおける主要な事業を営んでおり、関連する指標のデータ管理とともに、具体的な取組みが行われてい

る提出会社のものを記載しております。達成に向けて進捗を注視していくとともに、指標や目標の設定要否につい

ても引き続き検討する予定です。

 
指標 2025年度目標 2024年度実績

管理職に占める女性労働者の割合 25％以上 25.0％

男性労働者の育児休業取得人員 2名以上 1名

労働者の男女の賃金の差異（全労働者） 75％以上 71.1％
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３ 【事業等のリスク】
 
本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおりであり

ます。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 研究開発について（発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社グループは、アカデミア（大学や国立研究所のような、国の研究機関）、企業との共同研究も交え、市場

ニーズに基づいた新製品の開発及び既存製品の改良を行っております。しかしながら、計画どおりに研究開発が進

行しない、製造販売承認の取得に時間を要する、新製品が期待どおりの性能を示さない等を理由に、開発の期間延

長又は中止を余儀なくされる場合があります。その結果によっては、追加投資が必要となる、又は、それまでに出

資した研究開発費の回収が見込めない等、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 
(2) 競争環境について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社グループは、迅速かつ効率的な研究開発及び既存製品の改良を行っておりますが、常に、他社との技術革新

に関する開発競争が展開される状況にあります。これらの競争の結果によっては、当社グループの業績に影響を与

える可能性があります。

 
(3) 事業環境について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社グループの細胞加工事業について、当社は医療機関から細胞加工受託サービスの対価として加工受託料を受

領しております。新型コロナウイルス感染症の世界的な流行以前は、アジアを中心とした海外から多数のインバウ

ンドの患者が当社の取引先医療機関へ来院し、細胞治療を行っていたため、当社の受託件数も増加し、大きな売上

高を計上しておりました。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の流行により、インバウンドの患者が激減し

たことを受け、本事業の売上高が減少し、当社グループの業績に大きな影響を与えました。

今後も、新型コロナウイルス感染症の感染状況並びにその他の要因により、インバウンドの患者の来院数が増減

する場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 
(4) 工場の操業停止について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

当社グループの工場、倉庫及び細胞加工施設等の生産設備は一部を除き坂戸本社工場に集中しており、坂戸本社

工場において、火災、地震等の災害や重大な設備事故、技術上の問題、使用原材料の供給停止等が発生した場合に

は、事業活動の停止等が生じる可能性があります。災害対策マニュアルの作成、防災訓練等の対策を講じてはおり

ますが、被害を完全に回避できるものではなく、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 
(5) 人材確保及び人材育成について（発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

変化する顧客ニーズへ対応し顧客満足度を高めていくためには、適切な人材確保が重要課題の一つと認識してい

ることから、当社グループは、各部門に配属可能な高い専門性を有する人材の確保と育成に注力しております。し

かしながら、他業界に比べ比較的人材が流動的である傾向にあることなどから、適切な人材が十分に確保、育成で

きない場合は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 
(6) 情報セキュリティについて（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

当社グループでは、社員のセキュリティ対策に対する意識を高め、顧客から信頼される高度なセキュリティマネ

ジメントの実現に努めております。なお、細胞加工受託サービスの提供にあたり、顧客データと個人情報を取り扱

う場合があります。これらの個人情報保護につきましては、「個人情報保護方針」に基づき、適切な管理に努めて

おります。しかしながら、不正アクセスや人為的な重大ミス等により、万が一顧客情報の紛失、破壊、改ざん、漏

洩等があった場合、社会的信用の失墜、顧客からの信用喪失、又は損害賠償請求による費用の発生等により、当社

グループの業績に影響を与える可能性があります。
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(7) 知的財産権について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社グループでは、特許権、実用新案権を含む知的財産権を厳重に管理し、第三者からの侵害、あるいは当社グ

ループの製品が第三者の知的財産権を侵害しないよう十分に留意し、疑義ある場合には顧問弁理士に調査を依頼し

ております。一方、当社グループは、培地等の組成等の一部のノウハウに関しては、公開を前提とする特許等の知

的財産権を獲得することよりも、単なるノウハウとして特許化せずに、機密情報として保有する方が事業戦略上有

利であると考え、外部に流出しないよう管理を徹底しております。

しかしながら、当社グループの保有する知的財産権やノウハウが第三者から侵害を受けた場合、あるいは当社グ

ループの製品が第三者の知的財産権を侵害した場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 
(8) 技術・ノウハウ管理の流出について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社グループの製品は、過去の生産実績及び経験から積み上げた技術並びに研究開発によるノウハウを主たる収

益基盤としているため、従業員等の関係者及び共同研究先並びに取引先との秘密保持契約を締結するよう徹底して

おります。

これらが記載された機密性の高い書類の保管に関しては、保管場所を厳重に管理し、データ情報についてはアク

セス権を限定するなどし、外部に流出しないよう留意しております。

しかしながら、これらの技術・ノウハウが流出した場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があり

ます。

 
(9) 新型コロナウイルス感染症について（発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社グループでは、微生物事業において新型コロナウイルス感染症の抗原検査キット等を市場へ供給、当社グ

ループの業績に貢献いたしました。

今後も品質・生産性の向上、コスト対応力強化のための施策を展開していく方針ですが、当該感染症の感染拡大

の程度によっては今後の業績に影響を与える可能性があります。

また、同感染症の新たな変異株の出現などにより、国内の感染者数が想定を上回り増加するなどした場合、上記

新型コロナウイルス感染症関連商材の売上増加が期待される一方、当社従業員への感染拡大が発生した場合には、

十分な生産体制が整わず製品供給に制限が出るなど、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 
(10) 法的規制について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：小）

当社グループは、事業の遂行にあたって、一部製品について「再生医療等安全確保法」及び「医薬品、医療機器

等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」等の関連法令をはじめ、様々な法的規制の適用を受けてお

り、事業に関連する法的規制やリスク対応等について、毎月リスク・コンプライアンス委員会において検討すると

共に、社内の管理体制の維持・強化を図ることとしております。

また、以下の主要な許認可を含めこれらの許認可等を受けるための諸条件及び関係法規の遵守に努めており、現

状においては当該許認可が取消しとなる事由は発生しておりませんが、今後、これらの関係法規が改廃又は新たな

法的規制が設けられるなどを理由に、仮にこれらの法的規制を遵守できなかった場合、事業活動を制限されること

はもとより、社会的信用の低下を招き、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。また、これらの法

的規制を遵守するためのコストが発生し、利益率の低下につながる可能性があります。
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取得・

登録者名

取得年月・許認可等の

名称及び所管官庁等

許認可等の内容

及び有効期限

法令違反の要件及び

主な許認可取消事由

当社 1993年11月25日

体外診断用医薬品製造業・製

造販売業

厚生労働省

体外診断用医薬品の製造及び製造

販売

登録番号：11EZ286023(製造業)

2017年１月31日から2022年１月30

日まで(５年間)以後５年ごとに更

新

登録番号：11E1X80005(製造販売

業)

2017年１月31日から2022年１月30

日まで(５年間)以後５年ごとに更

新

主な免許の要件

代表者や法人役員等が欠格事由に

該当しないこと

禁錮以上の刑に処せられ、その執

行を終わり、又は執行を受けるこ

とがなくなった後、３年を経過し

ていない者

該当法規、麻薬及び向精神薬取締

法、毒物及び劇物取締法(1950年法

律第303号)その他薬事に関する法

令で政令で定めるもの又はこれに

基づく処分に違反し、その違反行

為があった日から２年を経過して

いない者

麻薬、大麻、あへん又は覚醒剤の

中毒者

事務所に製造管理者及び製造販売

３役を設置すること

当社 1995年７月２日

毒物劇物製造業

埼玉県庁

毒物劇物に該当する製品の製造

登録番号：埼製第24-2号

2017年４月５日から2022年４月４

日(５年間)以後５年ごとの更新

主な免許の要件

毒物劇物取扱責任者が下記の欠格

事由に該当しないこと

18歳未満の者

心身の障害により毒物劇物取扱責

任者の業務を適正に行うことがで

きない者として厚生労働省令で定

めるもの

麻薬、大麻、あへん又は覚せい剤

の中毒者

毒物若しくは劇物又は薬事に関す

る罪を犯し、罰金以上の刑に処せ

られ、その執行を終わり、又は執

行を受けることがなくなった日か

ら起算して３年を経過していない

者
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取得・

登録者名

取得年月・許認可等の

名称及び所管官庁等

許認可等の内容

及び有効期限

法令違反の要件及び

主な許認可取消事由

当社 2005年２月14日(製造業)

2005年１月５日(製造販売業)

化粧品製造業・製造販売業

厚生労働省

化粧品の製造及び製造販売

登録番号：11CZ009126(製造業)

2020年４月１日から2025年３月31

日まで(５年間)以後５年ごとに更

新

登録番号：11C0X00096(製造販売

業)

2020年４月１日から2025年３月31

日まで(５年間)以後５年ごとに更

新

主な免許の要件

代表者や法人役員等が欠格事由に

該当しないこと

禁錮以上の刑に処せられ、その執

行を終わり、又は執行を受けるこ

とがなくなった後、３年を経過し

ていない者

該当法規、麻薬及び向精神薬取締

法、毒物及び劇物取締法(1950年法

律第303号)その他薬事に関する法

令で政令で定めるもの又はこれに

基づく処分に違反し、その違反行

為があった日から２年を経過して

いない者

麻薬、大麻、あへん又は覚醒剤の

中毒者

事務所に責任技術者及び製造販売

３役を設置すること

当社 2009年１月５日(製造業、製造

販売業)

2009年７月14日(修理業)

医療機器製造業・製造販売

業・修理業

厚生労働省

医療機器の製造及び製造販売

登録番号：11BZ200113(製造業)

2019年１月５日から2024年１月４

日まで(５年間)以後５年ごとに更

新

登録番号：11B3X10023(製造販売

業)

2019年１月５日から2024年１月４

日まで(５年間)以後５年ごとに更

新

登録番号：11BS200105(修理業)

2019年７月14日から2023年７月13

日まで(５年間)以後５年ごとに更

新

主な免許の要件

代表者や法人役員等が欠格事由に

該当しないこと

禁錮以上の刑に処せられ、その執

行を終わり、又は執行を受けるこ

とがなくなった後、３年を経過し

ていない者

該当法規、麻薬及び向精神薬取締

法、毒物及び劇物取締法(1950年法

律第303号)その他薬事に関する法

令で政令で定めるもの又はこれに

基づく処分に違反し、その違反行

為があった日から２年を経過して

いない者

麻薬、大麻、あへん又は覚醒剤の

中毒者

事務所に責任技術者、製造販売３

役及び医療機器修理責任者を設置

すること

当社 2019年５月30日

特定細胞加工物製造業

厚生労働省

特定細胞加工物の製造

登録番号：FA3190002

2019年５月30日から2024年５月29

日(５年間)以後５年ごとの更新

上記と同様
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取得・

登録者名

取得年月・許認可等の

名称及び所管官庁等

許認可等の内容

及び有効期限

法令違反の要件及び

主な許認可取消事由

高金生物科技

（上海）有限

公司

2014年５月13日

(更新日 2016年11月23日)

営業許可証

上海市工商行政管理局

生物科技(バイオテクノロジー)領

域における技術開発、技術コンサ

ルティング(遺伝子組換え、人体幹

細胞、遺伝子診断及び治療に関す

る技術開発を除く)、バイオ試薬・

工程技術の開発、バイオ関連製

品・試薬の製造、自社製造製品の

販売、バイオ関連商品の卸売(危険

品を除く)・輸出入・マーケット情

報コンサルティング(市場調査を除

く)

企業コード：91319999987776353T

有効期限：2014年５月13日から

2044年５月12日(30年)

許認可を受けている経営範囲以外

の業務を執り行った場合、工商管

理条例等関連法規に基づいて罰

金、経営許可内容の取消し等行政

処分となる。

 

高金生物科技

（上海）有限

公司

2017年５月19日

建設項目環境影響評価

上海市金山区環境保護局

組織細胞用培地製造(年間30万本)

に関する環境保護評価

許可番号：金環験(金山環境保護

局)[2017]355号

有効期限：なし

建設項目環境保護管理条例等関連

法に則り、許可取消し等行政処分

となる。

高金生物科技

（上海）有限

公司

2021年３月22日

易燃性物品の使用、貯蔵に関

する届出

上海市公安局金山分局朱行派

出所

易燃性原材料の購入、使用、貯蔵

に関する届出

有効期限：なし

危険化学品安全管理条例等関連法

に則り、許可取消し等行政処分と

なる。

 

 
(11) 製造物責任について（発生可能性：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社グループの主力製品である、細胞培養用培地及び細菌検査用培地共に「医薬品、医療機器等の品質、有効性

及び安全性の確保等に関する法律」等の適用法的規制は無く、雑品扱いとなるものの、GMP(医薬品等の製造及び品

質管理の基準)に準拠した厳格な品質管理体制を構築しており、再生医療等製品で使用される組織培養培地の使用原

料に関しては「生物由来原料基準」に適合した原料を選択しております。また、すべての製品において、品質管理

部及び品質保証部を通じて製品の品質・安全に配慮した開発・製造・販売活動を行っております。

しかしながら、すべての製品において、コンタミネーションや異物混入などの予期せぬ品質問題が発生しないと

いう保証はなく、返品、回収等の措置を取る可能性があります。また、細胞加工受託サービスの提供により患者の

健康被害を一切引き起こさないという保証もありません。そこで、当社グループは、すべての製品において製造物

責任保険に加入しておりますが、この保険が最終的に負担する賠償額を十分にカバーできるとは限らず、大規模な

製品の回収や製造物責任賠償につながるような不具合・欠陥が発生した場合には、当社グループの社会的信頼性に

重大な影響を与え、多額の費用、又は損失の発生や売上高の減少により、当社グループの業績に影響を与える可能

性があります。

 
(12) 原材料やエネルギー価格高騰について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社グループは、原材料を国内外より調達しており、重要製品の原材料についてはサプライチェーンの代替先を

順次選定を進め安定供給を目指しておりますが、原材料価格の高騰により製品原価に影響を及ぼす場合や、原材料

の需給バランスの変動、国内外の規制又は原材料メーカーによる品質問題の発生等により、原材料の入手が長期的

に困難になり製品を製造・販売することができなくなる可能性があります。また、自然災害や世界情勢等により電

気やガスといったエネルギーの価格が上昇した場合には、事業運営コスト及び製品原価が上昇し、当社グループの

業績に影響を与える可能性があります。
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(13) 資材の調達について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：小）

当社グループは、一部の代替性の乏しい原材料及び資材等の調達について、特定の仕入先に依存しており、これ

らが調達できない場合、代替品対応についても、PMDA（独立行政法人医薬品医療機器総合機構）への届出を要する

ことから、製造スケジュールの遅延、製造中止等当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 
(14) 再生医療等治療について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

再生医療に関する規制の枠組みは、2014年11月に施行された「再生医療等安全性確保法」により整備されまし

た。

当社グループの細胞加工事業は、同法に基づき業務を遂行しておりますが、自家培養による免疫細胞や幹細胞を

用いた治療はいまだ黎明期であり不確実性が高く、今後の法令諸規則の制定・変更や治療効果等の動向によっては

医療機関における治療件数の増加ペースが鈍化することもあり、その場合には当社の業績に影響を与える可能性が

あります。

 
(15) 創業者への依存について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

当社の代表取締役社長である中村孝人は、当社の創業者であり、設立以来40年以上にわたり、代表取締役社長と

して経営方針や事業戦略の立案・決定及び事業運営等において重要な役割を果たしております。当社グループで

は、担当業務毎に取締役、執行役員、又は部長を配置し、適宜権限委譲を行うことで同氏に過度に依存しない経営

体制を整備しております。しかしながら、何らかの理由により、同氏が当社グループの業務を継続することが困難

となった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 
(16) 大株主について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社の代表取締役社長である中村孝人、同氏の資産管理会社であるTAKAコーポレーション株式会社、配偶者・中

村美千代、長男・中村雄一及び長女・中嶋久美子の保有株式は、当連結会計年度末現在で議決権の53.88％を保有し

ております。同氏は、引き続き安定株主として一定の議決権を保有し、その議決権行使に当たっては、株主共同の

利益を追求するとともに、少数株主の利益にも配慮する方針を有しております。しかしながら、将来的に何らかの

事情により当社株式が上記大株主により売却された場合には、当社株式の市場価格及び流通状況等に影響を与える

可能性があります。

 
(17) 借入契約に係る財務制限条項について（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社グループが取引金融機関との間で締結している借入金に係る契約のなかには、財務制限条項が付されている

ものがあります。当該財務制限条項に抵触した場合、貸付人からの請求があれば同契約上の期限の利益を喪失し、

直ちに債務の弁済をするための資金確保が必要となるため、当社グループの資金繰りに影響を与える可能性があり

ます。

 
(18) 海外事業展開に伴うカントリーリスクについて（発生可能性：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

当社グループは、香港に持株会社を、中国上海に製造販売拠点を有しております。これらの海外市場への事業進

出は、以下のような不測の事態が発生するリスクがあります。

① 政情不安、反日感情の高まり及び経済環境の悪化

② 優秀な労働力の不足、人件費の高騰、大規模な労働争議の発生

③ 社会インフラの未整備に起因するエネルギー供給の不安定化

④ テロ、戦争、暴動、自然災害、感染症の蔓延などによる社会的混乱

当社グループは、持株会社を有する香港並びに製造販売拠点の存する中国上海の情勢把握には常に注意を払い、

損害を未然に防止できるよう努めておりますが、大規模な労働争議、テロ、戦争、暴動、自然災害、感染症の蔓延

などの不測の事態が発生した場合には、当該地域における生産活動や販売活動の停止、現地資産の喪失などによ

り、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
 
(1) 経営成績等の状況の概要

当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用関連会社)の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー(以下、

「経営成績等」という。)の状況の概要は次のとおりであります。

 
① 財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度におけるわが国経済は、円安を背景とする訪日外国人数が過去最高の水準となったことから、イ

ンバウンド消費が復調し、また、雇用や所得環境の改善、設備投資の持ち直しなどの動きも見られ、景気は緩やか

な回復基調となりました。

一方で、不安定な国際情勢、エネルギーコスト上昇や原材料価格の高騰に伴うインフレ懸念に加え、2025年１月

に発足した米国トランプ政権による政策転換の影響が見えず、先行きは不透明な状況で推移いたしました。

このような経済状況の中で、当社グループは感染症対策や再生医療の発展のために、経営理念に掲げる「顧客第

一主義・品質第一主義」のもと、全従業員がグループ全体の更なる成長とステークホルダーへの貢献に努めており

ます。

当連結会計年度におきましては、国内外で再生医療市場の拡大が続いていることから、細胞培養用培地の売上高

が増加いたしました。また、新型コロナウイルスが５月から感染者数が増加、７月に感染拡大のピークとなり、さ

らに11月から年末に向けてインフルエンザウイルス感染者数の急増と新型コロナウイルス感染者数の増加が同時に

発生したことから、関連製品の販売が大きく増加いたしました。なお、同感染症関連製品については前連結会計年

度に関連棚卸資産の評価損218百万円を計上しておりましたが、前述の事由により販売数量が増加したことから当

連結会計年度において207百万円の戻入益を計上しております。一方、基幹システム変更に伴う支払手数料の増加

等により販売費及び一般管理費が増加いたしましたが、利益につきましては概ね計画どおりとなりました。

当連結会計年度の売上高は5,206百万円（前年同期比9.1％の増加）となり、営業利益は991百万円（前年同期比

66.1％の増加）、経常利益は1,065百万円（前年同期比67.6％の増加）、親会社株主に帰属する当期純利益は794百

万円（前年同期比106.4％の増加）となりました。

 
セグメント別の経営成績を示すと、以下のとおりであります。

（組織培養事業）

当連結会計年度における組織培養事業は、国内外で再生医療の研究開発や臨床試験が活発に実施されており、こ

こで使用される細胞培養用培地の販売数量が増加いたしました。また、日本では自由診療による再生医療を受ける

インバウンド患者数が高水準となっていることから、この分野で使用される培地の需要が増加しており、中国を中

心として、アジア圏で細胞治療用培地の販売数量も増加いたしました。

これら再生医療市場の拡大を背景に、新規顧客からの培地の製造受託や既存顧客からの新たな製造受託案件も増

加しており、同事業は順調に推移いたしました。

この結果、売上高は2,268百万円（前年同期比19.1％の増加）、セグメント利益（営業利益）は765百万円（前年

同期比25.6％の増加）となりました。

 
（微生物事業）

当連結会計年度における微生物事業は、期中に新型コロナウイルス、及びインフルエンザウイルスの感染者数が

増加したことにより、関連製品の販売が大きく増加、特にドラッグストア等で販売される一般用製品の売上が増加

しました。加えて、同感染症関連製品について前述の事由により、当連結会計年度において関連棚卸資産の評価損

207百万円の戻入益を計上しております。また、病院等の臨床細菌検査市場はこれまでと大きな変動はなく、製薬

企業等の産業細菌検査市場は、競合する海外輸入品に対し安価で安定供給が可能な当社グループ製品のシェアが拡

大しております。

この結果、売上高は1,781百万円（前年同期比7.6％の増加）、セグメント利益（営業利益）は441百万円（前年

同期は69百万円の損失）となりました。
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（細胞加工事業）

当連結会計年度における細胞加工事業は、細胞加工製品の原材料の見直しにより、期中に製品の販売を一時見合

わせていたことから、同製品群の売上が期初計画を大きく下回りました。なお、同製品の販売は2025年２月より再

開しております。一方、細胞加工受託については、インバウンドでの日本の医療サービスを目的とする外国人患者

数が高い水準を維持しており、また、国内患者による細胞治療の需要も拡大したことで、細胞加工受託件数が大き

く増加いたしました。既契約医療機関からの受託件数の増加と多数の医療機関との新たな細胞加工の委受託契約の

締結により、細胞加工施設はフル稼働の状況となっておりますが、広島県の新たな細胞加工施設の稼働が始まった

ことにより、稼働率が落ち着く見込みとなっております。

この結果、売上高は1,155百万円（前年同期比4.5％の減少）、セグメント利益（営業利益）は313百万円（前年

同期比33.6％の減少）となりました。

 
当連結会計年度における当社グループの財政状態は以下のとおりであります。

（資産）

当連結会計年度末における流動資産は、前連結会計年度末に比べ1,657百万円増加の5,066百万円となりました。

これは主に、東京証券取引所グロース市場への株式上場、及び第三者割当増資に伴う新株式発行による払込等によ

り現金及び預金が1,422百万円増加したことや、原材料及び貯蔵品が121百万円増加したこと等によるものでありま

す。また、固定資産は、前連結会計年度末に比べ820百万円増加の3,999百万円となりました。これは主に、現在建

設中の新倉庫に係る建設仮勘定の増加等により有形固定資産が666百万円増加したこと、及び持分法による投資利

益98百万円の計上等により投資その他の資産が129百万円増加したことによるものであります。

この結果、当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比べ2,477百万円増加の9,066百万円となりまし

た。

 

（負債）

当連結会計年度末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ89百万円増加の2,487百万円となりました。こ

れは主に、未払法人税等が57百万円増加したことによるものであります。また、固定負債は前連結会計年度末に比

べ51百万円減少の797百万円となりました。これは主に、中国子会社の賃貸借契約更新によりリース債務が68百万

円増加したものの、１年内返済予定の長期借入金150百万円を流動負債に振替えたことによるものであります。

この結果、当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末と比べ37百万円増加の3,284百万円となりまし

た。

 

（純資産）

当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末に比べ2,439百万円増加の5,781百万円となりました。こ

れは主に、剰余金の配当58百万円があったものの、上述にある新規上場及び第三者割当増資に伴う新株式発行によ

り、資本金及び資本剰余金がそれぞれ827百万円増加したこと、また、親会社株主に帰属する当期純利益794百万円

の計上によるものであります。
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② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較して

1,222百万円増加の2,949百万円となりました。

当連結会計年度の各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において営業活動の結果取得した資金は915百万円（前年同期比91百万円の収入増加）となりま

した。これは主に、法人税等の支払額201百万円（前年同期比274百万円の支出減少）や、棚卸資産の増加による減

少188百万円（前年同期比613百万円の減少）があったものの、税金等調整前当期純利益1,015百万円（前年同期比

379百万円の増加）や、減価償却費360百万円（前年同期比61百万円の増加）の計上があったことによるものであり

ます。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において投資活動の結果支出した資金は1,090百万円（前年同期比513百万円の支出増加）となり

ました。これは主に、現在建設中の新倉庫を始めとする有形固定資産の取得による支出861百万円（前年同期比298

百万円の支出増加）、及び定期預金の預入による支出200百万円（前年同期は無し）によるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において財務活動の結果取得した資金は1,376百万円（前年同期比1,377百万円の収入増加）とな

りました。これは主に、新規上場及び第三者割当増資に伴う株式の発行による収入1,653百万円（前年同期は無

し）があったことによるものであります。

 
③ 生産、受注及び販売の実績

a. 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 
セグメントの名称 生産高(千円) 前期比(％)

組織培養事業 1,028,050 +14.5

微生物事業 1,066,196 +21.2

細胞加工事業 17,838 △37.6

合計 2,112,085 +16.9
 

(注) 金額は、製造原価によっております。

 
b. 仕入実績

当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 金額(千円) 前期比(％)

組織培養事業 112,041 +9.9

微生物事業 186,395 +10.6

細胞加工事業 － △100.0

合計 298,437 +10.3
 

(注) 金額は、仕入価格によっております。
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c. 受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 受注高(千円) 前期比(％) 受注残高(千円) 前期比(％)

組織培養事業 － － － －

微生物事業 － － － －

細胞加工事業 1,090,612 +10.7 72,387 +133.2

合計 1,090,612 +10.7 72,387 +133.2
 

(注) 組織培養事業及び微生物事業については見込生産であり、該当事項はありません。

 

d. 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(千円) 前期比(％)

組織培養事業 2,268,951 +19.1

微生物事業 1,781,984 +7.6

細胞加工事業 1,155,350 △4.5

合計 5,206,287 +9.1
 

(注) 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

なお、前連結会計年度の販売実績は、総販売実績の10％未満であるため記載を省略しております。

 

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

康宁生命科学(吴江)有限公司 － － 581,249 11.2
 

 
(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は、次のとおりでありま

す。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

① 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。この連結財務諸表を作成するにあたって、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及び

仮定を用いておりますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。

当社グループの連結財務諸表を作成するに当たり重要となる会計方針については、「第５　経理の状況　１ 連

結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項」に記載のとおりであります。

 

② 経営成績に重要な影響を与える要因について

経営成績に重要な影響を与える要因については「第２　事業の状況　３　事業等のリスク」に記載のとおりであ

ります。
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③ 経営戦略の現状と見直し及び経営者の問題認識と今後の方針

経営戦略の現状と見通し及び経営者の問題認識と今後の方針については「第２　事業の状況　１　経営方針、経

営環境及び対処すべき課題等」に記載のとおりであります。

 
④ 財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

a. 財政状態

財政状態とそれらの要因については、「第２　事業の状況　４ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析 (1) 経営成績等の状況の概要 ① 財政状態及び経営成績の状況」に記載のとおりであ

ります。

 
b. 経営成績

（売上高）

売上高は、5,206百万円（前年同期比9.1％の増加）となりました。これは主に、細胞加工事業において、前述

のとおり製品の販売を一時見合わせていた影響により同製品群の売上が大きく減少したものの、組織培養事業に

おいて、細胞培養用培地、細胞治療用培地共に国内外を問わず需要が増加したことにより、関連製品の売上が増

加したためであります。

 
（売上原価及び売上総利益）

売上原価は、2,840百万円（前年同期比1.7％の減少）となりました。売上原価率は54.6％となり、前連結会計

年度と比して6.0％減少いたしました。これは主に、微生物事業において、前述のとおり新型コロナウイルス感染

症関連棚卸資産の評価損207百万円の戻入益を計上したためであります。

 
（販売費及び一般管理費、営業利益、経常利益）

販売費及び一般管理費は、1,374百万円（前年同期比7.0％の増加）となりました。これは主に、基幹システム

変更に伴う支払手数料が増加したことによります。この結果、営業利益は991百万円（前年同期比66.1％の増加）

となりました。

営業外損益は、持分法による投資利益98百万円と受取賃貸料11百万円の計上により営業外収益は117百万円とな

り、支払利息30百万円と支払手数料10百万円の計上により営業外費用は43百万円となりました。この結果、経常

利益は1,065百万円（前年同期比67.6％の増加）となりました。

 
（親会社株主に帰属する当期純利益）

特別損益は、固定資産売却益1百万円の計上により特別利益は1百万円となり、基幹システム変更に伴う損失51

百万円の計上により特別損失は51百万円となりました。法人税、住民税及び事業税を246百万円、法人税等調整額

を△26百万円計上した結果、親会社株主に帰属する当期純利益は794百万円（前年同期比106.4％の増加）となり

ました。

 
⑤ キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

a. キャッシュ・フローの状況

キャッシュ・フローの状況とそれらの要因については、「第２　事業の状況　４ 経営者による財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (1) 経営成績等の状況の概要 ② キャッシュ・フローの状況」に記載

のとおりであります。

 
b. 資本の財源及び資金の流動性

当社グループの当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は2,949百万円となっており、主に製品製

造に必要な原材料の仕入及び生産設備の維持管理費用、従業員に支払う給与、各事業所等の賃借料等といった事

業成長に伴う運転資金、並びに新規事業案件への投資に備えております。なお、資金調達の機動性及び安定性の

確保を目的として、取引金融機関と当座貸越契約を締結しております。
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５ 【重要な契約等】
 
当社は、財務上の特約が付された金銭消費貸借契約を締結しており、契約に関する内容等は以下のとおりです。

(1) 契約締結日

2023年９月26日

 
(2) 金銭消費貸借契約の相手方の属性

都市銀行、地方銀行 

 
(3) 金銭消費貸借契約に係る債務の期末残高及び弁済期限並びに当該債務に付された担保の内容

　① 期末残高　　　825,000千円

　② 弁済期限　　　2028年９月29日

　③ 担保の内容　　一部金融機関に対して、所有不動産につき以下の既存根抵当権が設定されております。

建物及び構築物：532,507千円

土　　　　　地：599,172千円

 
(4) 財務上の特約の内容

　① 2024年３月期を初回とする各事業年度の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期

比75％以上に維持する。

　② 各年度の決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が2024年３月期以降の連続する２事業年度にお

いて２期連続して損失とならないようにする。
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６ 【研究開発活動】
 
当社グループの研究開発活動は設立以来、高品質な製品を大量安定供給し続けるために顧客第一主義及び品質第一

主義の製品を開発することに加え、バイオテクノロジーの発展に貢献すべく日々研究を積み重ねております。

研究開発体制は、当社の研究開発部門と大学や国の研究機関が密接な連携・協力関係を保ち、効果的かつ迅速的に

活動を推進してまいります。

当連結会計年度における当社グループが支出した研究開発費の総額は168百万円であります。

 
セグメントごとの研究開発活動を示すと次のとおりであります。

 
(1) 組織培養事業

当セグメント分野では、再生医療及びその基礎研究に利用される幹細胞、神経細胞、表皮細胞等のヒトの細胞を

ターゲットとした培養液並びに、CHO細胞、HEK293細胞といったバイオ医薬品の生産に利用される産業用途の培養液

の研究開発活動を行っております。

当連結会計年度においては、2024年７月に細胞間の情報伝達等において重要な役割を担っていると考えられてい

るエクソソーム産生用培地としてKBM EV Pure、2024年11月にバイオ医薬品の開発と生産に使用されている昆虫細胞

用液体培地KBM740を上市いたしました。今後は、CHO細胞用Feed培地、CHOトランスフェクション用液体培地の上市

に向け準備を進めております。

当連結会計年度における研究開発費の金額は102百万円であります。

 
(2) 微生物事業

当セグメント分野では、臨床分野の病原菌検査に使用される細菌検査用培地や体外診断用医薬品(イムノクロマト

製品)の研究開発活動を行っております。

当連結会計年度においては、2024年５月に自己免疫性肺胞蛋白症の診断補助に用いる抗GM-CSF抗体キットKBMライ

ンチェックAPAPが体外診断用医薬品として承認、同年12月には保険収載され、ノーベルファーマ株式会社を販売元

として上市いたしました。また、2024年12月には薬剤耐性菌検出に用いるNDM型メタロ-β-ラクタマーゼ検出キット

KBMラインチェックNDMを研究用試薬として上市いたしました。今後は新型コロナウイルス・インフルエンザウイル

ス同時検出抗原検査キットKBMラインチェックnCoV/Flu改良品の上市に向け準備を進めております。

当連結会計年度における研究開発費の金額は56百万円であります。

 
(3) 細胞加工事業

当セグメント分野では、再生医療の普及に向け、新しい細胞種の培養プロセスを構築し、それを基に新たな細胞

治療の導入を目指しております。これまでの細胞培養技術を応用させ、各細胞の機能や性能を解明させ理解し、製

品開発に向けた取組を行っています。

当連結会計年度においては、三重大学大学院 医学系研究科 個別化がん免疫治療学のグループにて開発されたト

リプルネガティブ乳がんに対し、GD2を標的としたCAR-T細胞を用いた医師主導型治験における治験薬の製造に向

け、準備を進めております。

当連結会計年度における研究開発費の金額は9百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】
 
当連結会計年度の設備投資については、生産設備の増強、研究開発機能の充実・強化などを目的とした設備投資を

継続的に実施しております。なお、有形固定資産の他、無形固定資産への投資を含めて記載しております。

当連結会計年度の設備投資の総額は1,049百万円であり、その主なものは倉庫及び休憩更衣室施設の建設工事、及び

研究用の質量分析装置であります。

なお、当連結会計年度において、重要な設備の除却又は売却はありません。

また、当社グループでは資産をセグメントに配分していないため、セグメント別の記載を省略しております。

 
２ 【主要な設備の状況】
 
(1) 提出会社

       　2025年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(千円)

従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

本社
(埼玉県
坂戸市)

全社
組織培養事業
微生物事業
細胞加工事業

本社機能
生産設備

950,692 371,460
 

599,172
(9,668.01)

216,592 853,031 2,990,948
101
（39）

東京営業所
(東京都
豊島区)
他２営業所

全社
営業所
内装工事

32,300 0 － － 1,944 34,244
26
（2）

東京CPC
(東京都
豊島区)
他４CPC

細胞加工事業 生産設備 86,258 5,795 － － 5,404 97,457 14

 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２. 帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、建設仮勘定、ソフトウエア、ソフトウエア仮勘定及

び施設利用権であります。

３. 営業所及び各CPCは、当社グループ外から賃借しております。なお、年間賃借料は92,376千円であります。

４. 上表には貸与中の土地1,323㎡を含んでおり、貸与先は当社の関連会社です。

５．従業員数欄の（　）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（契約社員を含み、人材会社からの派遣社員を含

まない。）であります。

 
(2) 国内子会社

        　2025年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメ
ントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)

従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

エンバ
イオ㈱

本社
(東京都
品川区)

微生物
事業

パソコン － － － － 65 65 5

 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２. 本社事務所を賃借しております。なお、年間賃借料は2,604千円であります。
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(3) 在外子会社

        　2025年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメ
ントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)

従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

高金生
物科技
(上海)
有限公
司

本社
(中国
上海市)

組織
培養
事業

本社機能
生産設備

2,590 27,327 － － 128,569 158,487
21
（1）

 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、使用権資産であります。

３．従業員数欄の（　）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（契約社員を含み、人材会社からの派遣社員を含

まない。）であります。

 
３ 【設備の新設、除却等の計画】

 
(1) 重要な設備の新設等

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

コージン
バイオ㈱

本社
(埼玉県坂戸市)

組織培養事業
粉末培地
製造室改装

100,000 － 増資資金
2025年
12月

2026年
６月

（注）

本社
(埼玉県坂戸市)

組織培養事業
粉末培地
製造設備

200,000 － 増資資金
2025年
12月

2026年
６月

1ロット
生産量
60kg→
1,000kg

本社
(埼玉県坂戸市)

全社
倉庫及び
休憩更衣室
施設

1,011,683 680,919
増資資金及び
自己資金

2024年
６月

2025年
６月

約 1,600
㎡の倉庫
容量増加

本社
(埼玉県坂戸市)

全社
ソフトウェ
ア

240,000 － 増資資金
2026年
４月

2027年
１月

（注）

本社
(埼玉県坂戸市)

細胞加工事業
細胞培養
施設

315,700 － 自己資金
2025年
６月

2026年
１月

（注）

本社
(埼玉県坂戸市)

全社
非常用電源
設備

200,000 －
増資資金及び
自己資金

2024年
12月

2026年
６月

（注）

 

(注) 完成後の増加能力は、合理的に算出することが困難なため、記載を省略しております。

 
(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

 
(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,660,000

計 16,660,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2025年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年６月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,111,600 5,111,600
東京証券取引所
グロース市場

単元株式数は100株でありま
す。

計 5,111,600 5,111,600 ― ―
 

（注）2024年４月25日付で当社は東京証券取引所グロース市場に上場いたしました。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年３月31日 (注)１ 78,000 416,500 39,156 426,656 39,156 325,806

2023年３月９日 (注)２ 3,748,500 4,165,000 － 426,656 － 325,806

2024年４月24日 (注)３ 850,000 5,015,000 742,900 1,169,556 742,900 1,068,706

2024年５月24日 (注)４ 96,600 5,111,600 84,428 1,253,984 84,428 1,153,134
 

(注) １．新株予約権行使による増加であります。

２．株式分割（１：10）によるものであります。

３. 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

　　発行価格：1,900円

　　引受価額：1,748円

　　資本組入額：874円

４．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出に関連した第三者割当増資）

　　発行価格：1,748円

　　資本組入額：874円

　　割当先：野村證券株式会社

 
(5) 【所有者別状況】

       2025年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ 2 15 25 14 5 1,405 1,466 －

所有株式数
(単元)

－ 97 760 10,150 5,654 427 34,011 51,099 1,700

所有株式数
の割合(％)

－ 0.19 1.49 19.86 11.06 0.84 66.56 100.00 －
 

 

EDINET提出書類

コージンバイオ株式会社(E38689)

有価証券報告書

 35/107



 

(6) 【大株主の状況】

2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

中村　孝人 埼玉県坂戸市 2,209,500 43.23

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券株式会社)

PLUMTREE COURT, 25 SHOE LANE, LONDON EC4A
4AU. U. K.
(東京都港区虎ノ門２-６-１)

419,890 8.21

TAKAコーポレーション株式会社 埼玉県坂戸市大字北大塚518-１ 416,500 8.15

オリエンタル酵母工業株式会社 東京都板橋区小豆沢３-６-10 270,000 5.28

コージンバイオ従業員持株会 埼玉県坂戸市千代田５-１-３ 141,040 2.76

富士フイルム和光純薬株式会社 大阪府大阪市中央区道修町３-１-２ 140,000 2.74

渡辺　恒美 東京都港区 107,600 2.11

コスモ・バイオ株式会社 東京都江東区東陽２-２-20 100,000 1.96

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD
AC ISG （FE－AC）
（常任代理人　株式会社三菱UFJ
銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET LONDON
EC4A 2BB UNITED KINGDOM
(東京都千代田区丸の内１-４-５)

96,440 1.89

家田化学薬品株式会社 東京都中央区日本橋室町４-３-４ 72,000 1.41

計 － 3,972,970 77.72
 

(注) 2025年１月10日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、Gordian Capital Singapore Private

Limitedが、2025年１月10日現在において、以下の株式を所有している旨が記載されております。しかし、当社

としては、2025年３月31日現在における同社の実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に

は含めておりません。なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

株券等保有割合
(％)

Gordian Capital Singapore 
Private Limited

#21-01 Philippine AirlinesBuilding,
135Cecil Street,Singapore 069536

256,200 5.01
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2025年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他)
普通株式

51,099
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であり、単元株
式数は100株であります。5,109,900

単元未満株式
普通株式

－ －
1,700

発行済株式総数 5,111,600 － －

総株主の議決権 － 51,099 －
 

 
② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 該当事項はありません。
 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

 
３ 【配当政策】

 
当社は、株主への利益還元を経営上の重要事項の一つとして位置づけております。一方、安定的な経営基盤の維

持、及び将来の事業展開の備えとしての内部留保の充実を図ることも企業価値の向上のために重要と考えており、両

者を比較衡量しながら事業年度における業績及び財務状況を総合的に勘案し、株主への利益還元を進めてまいりま

す。

当社では、期末の年１回において、剰余金の配当を行うことを基本方針としておりますが、会社法第454条第５項に

規定する中間配当を取締役会の決議によって行うことができる旨を定款に定めております。配当の決定機関は中間配

当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記方針のもと１株当たり24円とする予定であります。なお、内部留

保資金の使途につきましては、今後の事業展開の備えと工場設備投資費用として投入していくこととしております。

 
なお、基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

 

決議年月日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

2025年６月27日
定時株主総会決議（予定）

122,678 24.00
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

 
(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、株主をはじめとするステークホルダーに対して企

業としての社会的責任を果たし、長期的かつ持続的な成長と発展を遂げていくことを重要事項として認識しており

ます。そのため、本責任を自覚して企業倫理と法令遵守を徹底し、透明性のある業務管理体制の確立を図っており

ます。

 
② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は監査役会設置会社であり、会社の機関として、取締役会及び監査役会を設置しております。監査役会を採

用している理由としては、業務執行と監査機能の組織体を分断させ、監査役及び監査役会が独立した立場から取締

役会を監査することで、牽制機能を最大限に発揮させ、経営の透明性が確保され、外部からの信頼性がより一層高

いコーポレート・ガバナンスの充実強化を図ることが可能になるためであります。

また、取締役会又は監査役会の機能を補完する機関として、経営会議、リスク・コンプライアンス委員会及び任

意の指名・報酬委員会を設置しております。なお、以下に記載する事項は、提出日（2025年６月24日）時点におけ

るものであります。

 
a. 取締役会

取締役会は、取締役６名（うち３名が社外取締役）で構成されており、毎月１回開催する定例の取締役会に加

え、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営全般及び業績の進捗状況の報告や経営の重要な意思決定を行って

おります。

 
b. 監査役会

監査役会は、社外監査役３名（うち１名は常勤監査役）で構成されており、毎月１回開催する定例の監査役会

に加え、必要に応じて臨時監査役会を開催し、業務監査及び会計監査を行う機関として、監査の方針及び監査計

画等の策定、監査状況の報告や監査意見の形成等を行っております。また、取締役会その他重要な会議へ出席

し、取締役の職務の執行を監査しております。

なお、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名を選任しております。

 
c. 経営会議

経営会議は、取締役会の諮問機関として、当社の会社戦略を検討する重要な会議と位置づけております。原則

として、毎月１回開催する他、必要に応じて臨時的に開催し、経営に関する重要事項の審議を行っており、経営

会議で予め十分な審議を行った上で取締役会に付議することにより、審議の充実と適正な意思決定の確保を図っ

ております。

 
d. リスク・コンプライアンス委員会

事業を取り巻く様々なリスクに対し的確に管理・実践すること、及び法令をはじめとした社内外の規則及び倫

理規範を遵守するための体制を確保することを目的として、リスク・コンプライアンス委員会を設置しておりま

す。

原則として、毎月１回開催する他、必要に応じて臨時的に開催し、リスク及びコンプライアンスについて検

討、協議を行い、監査役会及び取締役会に報告しております。

また、代表取締役社長が指名する者として、品質保証部長 尾関 泰之が構成員として出席し、トラブル・ク

レームの報告を行っております。

 

EDINET提出書類

コージンバイオ株式会社(E38689)

有価証券報告書

 39/107



 

e. サステナビリティ委員会

サステナビリティ経営を実行するため、2025年５月よりサステナビリティ委員会を設置いたしました。サステ

ナビリティ委員会は、代表取締役社長を委員長とし、全社的なサステナビリティ戦略の立案、サステナビリティ

関連のリスク及び機会の識別、その対応策の策定並びに進捗管理の役割を担うとともに、各事業部門と積極的な

コミュニケーションを図りながら、事業とサステナビリティを結びつける取り組みに向け準備をしております。

委員会は原則として年に１回以上開催され、当社の取締役（社内）、常勤監査役、関連する部長職以上が参加を

予定しております。また、審議結果は、内容の重要度を鑑み、年１回、取締役会に報告される体制となっており

ます。取締役会は、サステナビリティ委員会の報告に基づき、サステナビリティ関連のリスク及び機会への対応

策、並びに進捗状況等について指示・監督を行う予定としています。

 
f. 指名・報酬委員会（任意）

任意の指名・報酬委員会は、役員及び執行役員の指名及び報酬等の決定に関する手続きの透明性並びに客観性

を確保する目的で設置され、役員及び執行役員の指名並びに報酬制度及びそれに基づいた個別報酬の審議を行っ

ております。１年に１回以上開催すると定めておりますが、指名及び報酬の決定に向けて2024年３月期は４回、

2025年３月期は２回開催をいたしました。

 
g. 内部監査

内部監査は、各部門におけるリスクの識別、評価及びコントロールの状況について、その実施状況及び実効性

等を監査し、内部監査統括は代表取締役社長に報告しております。

 
各機関の有価証券報告書提出日現在の構成員は次のとおりであります。（◎議長・委員長、○構成員、□出席

者、△オブザーバー）

役職名 氏名 取締役会 監査役会 経営会議

リスク・
コンプラ
イアンス
委員会

サステナ
ビリティ
委員会

指名・報
酬委員会

代表取締役社長 中村　孝人 ◎  ◎ ◎ ◎ ◎

専務取締役 中村　雄一 ○  ○ ○ ○  
取締役 對比地　久義 ○  ○ ○ ○  

取締役（社外） 原　稔 ○     ○

取締役（社外） 水上　亮比呂 ○     ○

取締役（社外） 山本　龍太朗 ○      
常勤監査役（社外） 森兼　康博 □ ◎ △ ○ ○ △

監査役（社外） 廣澤　一弘 □ ○     
監査役（社外） 梅津　英明 □ ○     
常務執行役員

 財務経理統括
平田　賢二 □  ○ ○ ○  

執行役員

内部監査統括
明石　元 □  ○ ○ ○  

執行役員

総務人事統括
齋藤　健太 □  ○ ○ ○ □

代表取締役社長が

指名する者
尾関　泰之    ○ □  

代表取締役社長が

指名する者
大原　秀和 □    □  

代表取締役社長が

指名する者
日恵野　太嗣     □  

代表取締役社長が

指名する者
篠﨑　勲     □  

代表取締役社長が

指名する者
板橋　由美子     □  
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※ 当社は、2025年６月27日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として「第２号議案　取締役６名選任の

件」を提案しており、当該議案が承認可決されると、当社の取締役は６名（内、社外取締役３名）となります。

また、当該株主総会直後に予定されている取締役会にて「役付役員選任の件」が決議予定です。これらが承認可

決された場合の構成員は以下のとおりとなります。

 
（◎議長・委員長、○構成員、□出席者、△オブザーバー）

役職名 氏名 取締役会 監査役会 経営会議

リスク・
コンプラ
イアンス
委員会

サステナ
ビリティ
委員会

指名・報
酬委員会

代表取締役社長 中村　孝人 ◎  ◎ ◎ ◎ ◎

専務取締役 中村　雄一 ○  ○ ○ ○  
取締役 對比地　久義 ○  ○ ○ ○  

取締役（社外） 原　稔 ○     ○

取締役（社外） 山本　龍太朗 ○      
取締役（社外） 山野　智也子 ○     〇

常勤監査役（社外） 森兼　康博 □ ◎ △ ○ ○ △

監査役（社外） 廣澤　一弘 □ ○     
監査役（社外） 梅津　英明 □ ○     
常務執行役員

財務経理統括
平田　賢二 □  ○ ○ ○  

執行役員

内部監査統括
明石　元 □  ○ ○ ○  

執行役員

総務人事統括
齋藤　健太 □  ○ ○ ○ □

代表取締役社長が

指名する者
尾関　泰之    ○ □  

代表取締役社長が

指名する者
大原　秀和 □    □  

代表取締役社長が

指名する者
日恵野　太嗣     □  

代表取締役社長が

指名する者
篠﨑　勲     □  

代表取締役社長が

指名する者
板橋　由美子     □  
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当社の企業統治の体制の模式図は、以下のとおりであります。

 

 
③ 企業統治に関するその他の事項

a. 内部統制システムの整備の状況

当社の内部統制システムに関しましては、会社法及び会社法施行規則に則り、取締役会において「内部統制シ

ステムの構築の基本方針」を決議しており、当社グループの業務の適正を確保するための体制を整備し運用して

おります。なお、基本方針等に関しましては、状況変化に応じて適宜見直しを行い、実効性のある適正な内部統

制システムの構築・運用を実施しております。

また、代表取締役社長直轄の内部監査統括が、期首に策定した内部監査計画に基づき、業務全般にわたる内部

監査を実施し、監査結果を代表取締役社長に報告しております。

 
1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社はコンプライアンス体制確立のため、リスク・コンプライアンス規程を定め、これらに従い、コンプライ

アンス経営を推進する。

・代表取締役社長を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスに関する意識の

高揚を図り、会社の事業に適用される法令等を識別し、法的要求事項を遵守する基盤を整備するとともに、随

時、教育や啓発を行う。

・コンプライアンス経営の確保を目的として、内部通報・相談窓口を設ける。

・当社においてコンプライアンス経営の確保を脅かす重大な事象が発生した場合、リスク・コンプライアンス委

員会で対処方法等を速やかに検討し、実施する。

・監査役は、独立した立場から、内部統制システムの構築・運用状況を含め、取締役の職務執行を監査する。

・内部監査担当者を選任し、内部統制の評価及び業務の適正・有効性について監査する。

・反社会的勢力対策規程及び反社会的勢力排除対応マニュアルを定め、反社会的勢力との一切の関係遮断、不当

要求の拒絶のための体制を整備する。

 
2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会における意思決定に係る情報、重要な決裁に係る情報については、法令・定款及び社内規程等に基づ

き、その保存媒体に応じた適切な状態で保存・管理する。
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3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・リスク・コンプライアンス委員会が、リスク・コンプライアンス規程に基づき、リスクマネジメント活動を円

滑、適正に推進する。

・リスクが顕在化した場合又はリスクが顕在化する恐れがある場合、代表取締役社長は、リスク・コンプライア

ンス委員会を対策本部として緊急招集のうえ、迅速に対応する。

・監査役及び内部監査担当者は、各部門のリスクマネジメントの状況を監査する。

 
4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・定時取締役会を毎月１回、臨時取締役会を随時開催し、重要事項の決定及び取締役の職務執行状況の監督等を

行う。

・中期経営計画は、取締役会を経て策定され、それらに沿った事業戦略及び諸施策を図る。

・社内の指揮・命令系統の明確化及び権限及び責任体制の確立を図るため、業務分掌規程及び職務権限規程を制

定する。

 
5）監査役の職務を補助すべき取締役及び使用人並びに当該取締役及び使用人からの独立性に関する事項

監査役会が職務を補助する取締役及び使用人を置くこととした場合は、配置にあたっての人員、人選等につい

ては、監査役の意見を十分考慮して検討する。

 
6）監査役の職務を補助すべき取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

当社は、監査役の職務を補助すべき取締役及び使用人に関し、監査役の指揮命令に従う旨を当社の役員及び使

用人に周知徹底する。

 
7）当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

・当社の取締役は、事業の状況及びその職務の執行状況について、取締役会等を通じて監査役に、必要の都度、

遅滞なく報告する。

・当社及び子会社の取締役及び使用人は、監査役が業務執行の状況について報告を求めた場合、並びに財産の状

況を調査する場合は、迅速かつ的確に対応する。

・当社及び子会社の取締役及び使用人は、法令等の違反行為等、当社に著しい損害を及ぼした事実又は及ぼす恐

れのある事実を発見した場合は、直ちに監査役に報告する。

 
8）監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社は、監査役への報告を行った当社の役員及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱

いを行うことを禁止し、その旨を会社の役員及び使用人に周知徹底する。

 
9）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用

又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたときは、監査役の職務の執行に必

要でないと明らかに認められた場合を除き、当該費用を負担する。

 
10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役の監査機能の向上のため、社外監査役の選任にあたっては、専門性のみならず独立性を考慮する。

・監査役と代表取締役社長は定期的に意見交換会を行う。

・監査役は、監査法人、内部監査担当者等と、情報・意見交換等を行い、緊密な連携を図る。

・監査役は、取締役会、経営会議、リスク・コンプライアンス委員会、指名・報酬委員会等の重要な会議に出席

し、会社における重要な決定・報告事項について把握し、直接意見を述べる。
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b. リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理体制は、常勤取締役、常勤監査役、執行役員、内部監査統括及び委員長が指名する者で構成

される「リスク・コンプライアンス委員会」を設置しております。代表取締役社長が委員長を務めており、組織

的なリスク管理を推進しております。

 
c. 子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

子会社管理に関しては、業務ごとに「職務権限規程」に基づく主管部が、「関係会社管理規程」に基づき、子

会社からの報告を受け、子会社への指導・支援を実施しています。また、当社の役員・従業員が子会社の役員を

兼任し、逐次、業績、財務状況並びに経営課題を把握しており、各会議体に情報共有を行い、「職務権限規程」

に定められた重要な事項については当社が決裁を行っております。

 
④ 取締役会の活動状況

当事業年度において当社は取締役会を毎月１回開催しており、必要に応じて臨時取締役会を開催しており、個々

の取締役の出席状況については次のとおりであります。

役職名 氏名 開催回数 出席回数

代表取締役社長 中村　孝人 15 15

専務取締役 中村　雄一 15 15

取締役 對比地　久義 10 10

社外取締役 新井　秀夫 5 5

社外取締役 原　稔 15 15

社外取締役 水上　亮比呂 15 15

社外取締役 山本　龍太朗 10 10
 

（注）取締役對比地久義氏と社外取締役山本龍太朗氏は、2024年６月28日開催の定時株主総会決議により、新

たに選任された取締役であり、選任後に開催された取締役会にはすべて出席しております。

　　　また、社外取締役新井秀夫氏は2024年６月28日開催の定時株主総会終結の時をもって退任いたしました

ので、在任時に開催された取締役会の出席状況を記載しております。

 
取締役会における主な検討事項は、決算・財務に関する事項、年度予算の策定及び予算の進捗状況、投資判断を

含む経営戦略、組織・人事関連を含むコーポレート・ガバナンスの強化、コンプライアンス及びリスク管理を含め

た内部統制システムの運用状況等です。

 
⑤ 取締役の定数

当社の取締役は、３名以上７名以内とする旨、定款に定めております。

 
⑥ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、保険会社との間で、取締役及び監査役等を被保険者として以下概要の役員等賠償責任保険契約を締結し

ております。

a. 役員等賠償責任保険契約の概要

被保険者が、会社の役員等としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償請求がなさ

れたことにより、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等を補償するものです。

ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員等自身の損害等は補償対象外とすることによ

り、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じております。

 
b. 保険料の負担

保険料は全額当社が負担しております。
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⑦ 責任限定契約の内容の概要について

当社は、社外取締役及び社外監査役との間において、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第１項

に定める最低責任限度額として、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び社外監査役が責任の原因となった職務の遂行につい

て善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 
⑧ 取締役の選任の決議要件及び任期

取締役選任の決議要件は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもって行うこと及び累積投票によらないものとする旨、定款に定めております。

増員又は補欠として選任された取締役の任期は、在任取締役の任期の満了するときまでとする旨、定款に定めて

おります。

 
⑨ 取締役会で決議できる株主総会決議事項

a. 取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役として有用な人材の招聘を容易にし、その期待される役割を十分発揮できるように

するため、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締

役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除す

ることができる旨、定款に定めております。

 
b. 中間配当の決定

株主の利益還元の機会の充実を図るため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって中間配

当をすることができる旨、定款に定めております。

 
c. 自己の株式の取得

経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行することを可能とするため、会社法第165条

第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨、定款に

定めております。

 
⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要

件につきまして、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権

の３分の２以上をもって行う旨、定款に定めております。
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(2) 【役員の状況】

① 2025年６月24日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は、以下のとおりです。

a. 役員一覧

男性　9名　女性　0名(役員のうち女性の比率　－％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役社長 中村　孝人 1949年５月23日生

1973年４月 丸大食品株式会社 入社

1981年４月 コージン株式会社(現　当社) 設立

代表取締役社長就任(現任)

2003年４月 株式会社ピルム設立 代表取締役就任

2009年11月 孝仁日医生物科技(北京)有限公司 董事長就任

2014年１月 孝仁生物控股(香港)有限公司

Chairman就任(現任)

2014年５月 高金生物科技(上海)有限公司

董事長就任(現任)

2022年３月 TAKAコーポレーション株式会社

取締役就任(現任)

（注）３
2,626,000
（注）５

専務取締役
営業統括

中村　雄一 1978年８月29日生

2001年４月 大和証券株式会社 入社

2006年10月 新光証券株式会社

(現　みずほ証券株式会社) 入社

2009年４月 当社入社

2010年５月 当社取締役就任

2014年７月 孝仁生物控股(香港)有限公司

Director就任(現任)

2014年10月 エンバイオ株式会社

代表取締役社長就任(現任)

2016年１月 当社常務取締役就任

2016年６月 高金生物科技(上海)有限公司 董事就任(現任)

2018年６月 味の素コージンバイオ株式会社

取締役就任

2019年６月 株式会社ピルム 取締役就任

2022年３月 TAKAコーポレーション株式会社

取締役就任(現任)

2024年６月 当社専務取締役就任(現任)

（注）３ 53,000

取締役
研究・細胞加工
 統括

對比地　久義 1975年７月１日生

2006年７月 奈良先端科学技術大学院大学

ベンチャービジネスラボラトリー博士研究員

2007年５月 独立行政法人産業技術総合研究所

生物機能工学研究部門博士研究員

2008年４月 オンコセラピー・サイエンス株式会社 入社

2009年３月 株式会社アサイラムテクノロジー

(現　オックスフォード・インストゥルメンツ

株式会社) 入社

2009年12月 当社入社

2015年１月 当社バイオ研究部長

2020年４月 金沢医科大学 非常勤講師就任(現任)

2020年４月 当社執行役員研究・細胞加工統括就任

2021年５月 高金生物科技(上海)有限公司 董事就任(現任)

2024年６月 味の素コージンバイオ株式会社

取締役就任(現任)

2024年６月 当社取締役就任(現任)

（注）３ 23,070
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役 原　稔 1958年６月16日生

1983年６月 税理士登録

1983年６月 原稔税理士事務所 所長就任

2002年５月 学校法人若竹中央学園若竹幼稚園 理事(現任)

2005年６月 株式会社アルバック 社外監査役就任

2008年２月 株式会社共和工業 会計参与就任

2019年８月 株式会社髙村有機技研 社外監査役就任(現任)

2020年３月 株式会社レンタコムライフ

社外監査役就任(現任)

2021年６月 当社社外取締役就任(現任)

2022年10月 京橋総合税理士法人

共同代表社員就任（現任）

2023年２月 株式会社共和工業 社外監査役就任(現任)

2023年２月 東京税理士会京橋支部 顧問就任(現任)

（注）３ 10,000

取締役 水上　亮比呂 1956年９月13日生

1983年10月

 
1987年３月

監査法人サンワ東京丸の内事務所

(現　有限責任監査法人トーマツ) 入所

公認会計士登録

1997年７月 同法人パートナー

2005年10月 同法人横浜事務所 所長就任

2018年９月

 
水上亮比呂公認会計士事務所

代表就任(現任)

2018年９月 株式会社リベルタ 社外取締役就任

2019年３月

 
株式会社レックスアドバイザーズ

社外取締役就任(現任)

2019年10月 株式会社ステムリム 社外監査役就任(現任)

2020年９月 工藤建設株式会社 社外監査役就任(現任)

2021年６月 当社社外取締役就任(現任)

（注）３ 3,000

取締役 山本　龍太朗 1981年５月９日生

2009年６月 弁護士登録

2015年４月 弁護士法人大江橋法律事務所 入所

2016年４月

 
慶應義塾大学総合政策学部

非常勤講師(現任)

2016年６月

 
国立大学法人東京外国語大学

非常勤講師(現任)

2016年11月

 
認定特定非営利活動法人

かものはしプロジェクト 監事就任(現任)

2018年９月 WASSHA株式会社 監査役就任(現任)

2018年９月 株式会社リベルタ 監査役就任

2019年１月

 
弁護士法人大江橋法律事務所

パートナー(現任)

2019年３月

 
 

オリシロジェノミクス株式会社(現　モデル

ナ・エンザイマティクス株式会社)

社外監査役就任

2019年７月

 
特定非営利活動法人ソーシャルベンチャー・

パートナーズ東京 理事就任

2024年３月 株式会社リベルタ 社外取締役(現任)

2024年６月 当社社外取締役就任(現任)

（注）３ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

常勤監査役 森兼　康博 1956年６月24日生

1979年４月 トーソー株式会社 入社

2007年４月 同社管理本部経理部長

2009年６月 同社取締役管理本部経理部長就任

2011年４月 同社取締役管理本部長就任

2015年６月 同社監査役就任

2016年６月 同社取締役監査等委員就任

2020年６月 当社社外監査役就任(現任)

2023年12月 高金生物科技(上海)有限公司 監事就任(現任)

（注）４ 3,000

監査役 廣澤　一弘 1967年11月19日生

1992年４月 小川信用金庫 入庫

2002年１月 埼玉縣信用金庫 入庫

2002年９月 しんきん証券株式会社 入社

2007年４月 廣澤社会保険労務士事務所 所長就任(現任)

2011年５月

 
株式会社トータルレンジャー設立

代表取締役就任(現任)

2013年10月 株式会社ウィズ 設立 取締役就任(現任)

2015年６月 当社社外監査役就任(現任)

（注）４ 3,000

監査役 梅津　英明 1973年３月６日生

2002年８月 辻・本郷税理士法人 入社

2003年９月 久保税務会計事務所 入所

2003年12月 税理士登録

2005年８月 梅津会計事務所 所長就任(現任)

2015年６月 当社社外監査役就任(現任)

（注）４ －

　　　　計 2,721,070
 

(注) １．取締役 原 稔、水上 亮比呂及び山本 龍太朗は、社外取締役であります。

２．監査役 森兼 康博、廣澤 一弘及び梅津 英明は、社外監査役であります。

３．取締役の任期は、2024年６月28日開催の定時株主総会終結の時から、選任後１年以内に終了する事業年度

のうち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

４．監査役の任期は、2023年３月９日開催の臨時株主総会終結の時から、選任後４年以内に終了する事業年度

のうち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

５．代表取締役社長 中村 孝人の所有株式数は、同氏の資産管理会社であるTAKAコーポレーション株式会社が

保有する株式数も含めております。

６．当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役の意思決定・業務執行の監督機能と各事業部の業務執

行機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。執行役員は３名

で常務執行役員財務経理統括 平田 賢二、執行役員内部監査統括 明石 元、執行役員総務人事統括 齋藤

健太で構成されております。

７. 専務取締役営業統括 中村 雄一は代表取締役社長 中村 孝人の長男であります。

８. 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。
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氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(株)

山野　智也子 1983年７月25日生

2010年２月

 
あらた監査法人

(現　PwC Japan有限責任監査法人) 入社

2016年７月 公認会計士登録

2017年３月 株式会社ペルノリカール 入社

2019年２月 株式会社明光ネットワークジャパン 入社

2020年９月 株式会社One link 監査役就任

2021年４月

 
株式会社グリーントップ

取締役執行役員就任

2021年９月

 
山野公認会計士事務所

(現　公認会計士山野智也子事務所)開設

2022年７月 株式会社ブリーチ 社外取締役就任(現任)

2023年２月 クラシコ株式会社 常勤監査役就任(現任)

－

 

 
② 2025年６月27日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役６名選任の件」を上程しており、

当該決議が承認可決されますと、当社の役員の状況及びその任期は、以下の通りとなる予定です。

なお、役員の役職等については、当該定時株主総会の直後に開催が予定される取締役会の決議事項の内容（役職

等）を含めて記載しています。

a. 役員一覧

男性　8名　女性　1名(役員のうち女性の比率　11.1％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役社長 中村　孝人 1949年５月23日生

1973年４月 丸大食品株式会社 入社

1981年４月 コージン株式会社(現　当社) 設立

代表取締役社長就任(現任)

2003年４月 株式会社ピルム設立 代表取締役就任

2009年11月 孝仁日医生物科技(北京)有限公司 董事長就任

2014年１月 孝仁生物控股(香港)有限公司

Chairman就任(現任)

2014年５月 高金生物科技(上海)有限公司

董事長就任(現任)

2022年３月 TAKAコーポレーション株式会社

取締役就任(現任)

（注）３
2,626,000
（注）５

専務取締役
営業統括

中村　雄一 1978年８月29日生

2001年４月 大和証券株式会社 入社

2006年10月 新光証券株式会社

(現　みずほ証券株式会社) 入社

2009年４月 当社入社

2010年５月 当社取締役就任

2014年７月 孝仁生物控股(香港)有限公司

Director就任(現任)

2014年10月 エンバイオ株式会社

代表取締役社長就任(現任)

2016年１月 当社常務取締役就任

2016年６月 高金生物科技(上海)有限公司 董事就任(現任)

2018年６月 味の素コージンバイオ株式会社

取締役就任

2019年６月 株式会社ピルム 取締役就任

2022年３月 TAKAコーポレーション株式会社

取締役就任(現任)

2024年６月 当社専務取締役就任(現任)

（注）３ 53,000

 

EDINET提出書類

コージンバイオ株式会社(E38689)

有価証券報告書

 49/107



 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役
研究・細胞加工

統括
對比地　久義 1975年７月１日生

2006年７月 奈良先端科学技術大学院大学

ベンチャービジネスラボラトリー博士研究員

2007年５月 独立行政法人産業技術総合研究所

生物機能工学研究部門博士研究員

2008年４月 オンコセラピー・サイエンス株式会社 入社

2009年３月 株式会社アサイラムテクノロジー

(現　オックスフォード・インストゥルメンツ

株式会社) 入社

2009年12月 当社入社

2015年１月 当社バイオ研究部長

2020年４月 金沢医科大学 非常勤講師就任(現任)

2020年４月 当社執行役員研究・細胞加工統括就任

2021年５月 高金生物科技(上海)有限公司 董事就任(現任)

2024年６月 味の素コージンバイオ株式会社

取締役就任(現任)

2024年６月 当社取締役就任(現任)

（注）３ 23,070

取締役 原　稔 1958年６月16日生

1983年６月 税理士登録

1983年６月 原稔税理士事務所 所長就任

2002年５月 学校法人若竹中央学園若竹幼稚園 理事(現任)

2005年６月 株式会社アルバック 社外監査役就任

2008年２月 株式会社共和工業 会計参与就任

2019年８月 株式会社髙村有機技研 社外監査役就任(現任)

2020年３月 株式会社レンタコムライフ

社外監査役就任(現任)

2021年６月 当社社外取締役就任(現任)

2022年10月 京橋総合税理士法人

共同代表社員就任（現任）

2023年２月 株式会社共和工業 社外監査役就任(現任)

2023年２月 東京税理士会京橋支部 顧問就任(現任)

（注）３ 10,000

取締役 山本　龍太朗 1981年５月９日生

2009年６月 弁護士登録

2015年４月 弁護士法人大江橋法律事務所 入所

2016年４月

 
慶應義塾大学総合政策学部

非常勤講師(現任)

2016年６月

 
国立大学法人東京外国語大学

非常勤講師(現任)

2016年11月

 
認定特定非営利活動法人

かものはしプロジェクト 監事就任(現任)

2018年９月 WASSHA株式会社 監査役就任(現任)

2018年９月 株式会社リベルタ 監査役就任

2019年１月

 
弁護士法人大江橋法律事務所

パートナー(現任)

2019年３月

 
 

オリシロジェノミクス株式会社(現　モデル

ナ・エンザイマティクス株式会社)

社外監査役就任

2019年７月

 
特定非営利活動法人ソーシャルベンチャー・

パートナーズ東京 理事就任

2024年３月 株式会社リベルタ 社外取締役(現任)

2024年６月 当社社外取締役就任(現任)

（注）３ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役 山野　智也子 1983年７月25日生

2010年２月

 
あらた監査法人

(現　PwC Japan有限責任監査法人) 入社

2016年７月 公認会計士登録

2017年３月 株式会社ペルノリカール 入社

2019年２月 株式会社明光ネットワークジャパン 入社

2020年９月 株式会社One link 監査役就任

2021年４月

 
株式会社グリーントップ

取締役執行役員就任

2021年９月

 
山野公認会計士事務所

(現　公認会計士山野智也子事務所)開設

2022年７月 株式会社ブリーチ 社外取締役就任(現任)

2023年２月 クラシコ株式会社 常勤監査役就任(現任)

2025年６月 当社　社外取締役就任(予定)

（注）３ －

常勤監査役 森兼　康博 1956年６月24日生

1979年４月 トーソー株式会社 入社

2007年４月 同社管理本部経理部長

2009年６月 同社取締役管理本部経理部長就任

2011年４月 同社取締役管理本部長就任

2015年６月 同社監査役就任

2016年６月 同社取締役監査等委員就任

2020年６月 当社社外監査役就任(現任)

2023年12月 高金生物科技(上海)有限公司 監事就任(現任)

（注）４ 3,000

監査役 廣澤　一弘 1967年11月19日生

1992年４月 小川信用金庫 入庫

2002年１月 埼玉縣信用金庫 入庫

2002年９月 しんきん証券株式会社 入社

2007年４月 廣澤社会保険労務士事務所 所長就任(現任)

2011年５月

 
株式会社トータルレンジャー設立

代表取締役就任(現任)

2013年10月 株式会社ウィズ 設立 取締役就任(現任)

2015年６月 当社社外監査役就任(現任)

（注）４ 3,000

監査役 梅津　英明 1973年３月６日生

2002年８月 辻・本郷税理士法人 入社

2003年９月 久保税務会計事務所 入所

2003年12月 税理士登録

2005年８月 梅津会計事務所 所長就任(現任)

2015年６月 当社社外監査役就任(現任)

（注）４ －

　　　　計 2,718,070
 

(注) １．取締役 原 稔、山本 龍太朗及び山野 智也子は、社外取締役であります。

２．監査役 森兼 康博、廣澤 一弘及び梅津 英明は、社外監査役であります。

３．取締役の任期は、2025年６月27日開催の定時株主総会終結の時から、選任後１年以内に終了する事業年度

のうち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

４．監査役の任期は、2023年３月９日開催の臨時株主総会終結の時から、選任後４年以内に終了する事業年度

のうち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

５．代表取締役社長 中村 孝人の所有株式数は、同氏の資産管理会社であるTAKAコーポレーション株式会社が

保有する株式数も含めております。
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６．当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役の意思決定・業務執行の監督機能と各事業部の業務執

行機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。執行役員は３名

で常務執行役員財務経理統括 平田 賢二、執行役員内部監査統括 明石 元、執行役員総務人事統括 齋藤　

健太で構成されております。

７. 専務取締役営業統括 中村 雄一は代表取締役社長 中村 孝人の長男であります。

 
③ 社外役員の状況

a．当社は、2025年６月24日（有価証券報告書提出日）現在、社外取締役を３名及び社外監査役を３名選任してお

ります。

 
イ. 社外取締役

社外取締役 原 稔は、税理士としての専門的知識を有しており、同氏の税務に係る豊富な経験が、当社の持

続的な成長と企業価値の向上に大きく貢献するものと判断し、社外取締役として選任しております。同氏及び

その兼務先と当社との間に人的関係、資本的関係、重要な取引関係及びその他の利害関係はありません。

社外取締役 水上 亮比呂は、公認会計士としての専門的知識を有しており、長年にわたる監査経験や他社に

おける社外役員としての経験が、当社のガバナンス体制の一層の充実に資するものと判断し、社外取締役とし

て選任しております。同氏及びその兼務先と当社との間に人的関係、資本的関係、重要な取引関係及びその他

の利害関係はありません。

社外取締役 山本 龍太朗は、弁護士としての専門的知識を有しており、他社における社外役員としての経験

が、当社のガバナンス体制の一層の充実に資するものと判断し、社外取締役として選任しております。

なお、社外取締役である原 稔及び水上 亮比呂は、当社株式を保有しておりますが、上記２名と当社との間

に、それ以外の利害関係はありません。

 
ロ. 社外監査役

常勤社外監査役 森兼 康博は、他の事業会社における経理部長、監査役及び監査等委員としての経験を有

し、監査業務に精通していることから、社外監査役として選任しております。同氏及びその兼務先と当社との

間に人的関係、資本的関係、重要な取引関係及びその他の利害関係はありません。

社外監査役 廣澤 一弘は、社会保険労務士として様々な職務経験と、豊富な経営経験を有しており、客観的

かつ独立的な経営監視が可能であると判断し、社外監査役として選任しております。同氏及びその兼務先と当

社との間に人的関係、資本的関係、重要な取引関係及びその他の利害関係はありません。

社外監査役 梅津 英明は、税理士として税務、財務及び会計の知見並びに企業経営に関する豊富な経験を有

していることから、社外監査役として選任しております。同氏及びその兼務先と当社との間に人的関係、資本

的関係、重要な取引関係及びその他の利害関係はありません。

なお、常勤社外監査役である森兼 康博及び社外監査役である廣澤 一弘は、当社株式を保有しております

が、上記２名と当社との間に、それ以外の利害関係はありません。

 
ハ. 独立性の基準

当社では社外役員を選任するための独立性に関する基準、又は方針として明確に定めた規定はありません

が、東京証券取引所における独立役員に関する判断基準を参考の上、一般株主と利益相反が生じる恐れのない

社外取締役、社外監査役を選任しております。
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b．2025年６月27日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役６名選任の件」を上程してお

り、当該決議が承認可決されますと、引き続き社外取締役３名となる予定です。

 
社外取締役 原 稔は、税理士としての専門的知識を有しており、同氏の税務に係る豊富な経験が、当社の持続

的な成長と企業価値の向上に大きく貢献するものと判断し、社外取締役として選任しております。同氏及びその

兼務先と当社との間に人的関係、資本的関係、重要な取引関係及びその他の利害関係はありません。

社外取締役 山本 龍太朗は、弁護士としての専門的知識を有しており、他社における社外役員としての経験

が、当社のガバナンス体制の一層の充実に資するものと判断し、社外取締役として選任しております。

社外取締役 山野 智也子は、公認会計士として培った企業会計に関する豊富な知識と経験を有していることか

ら、社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断し、社外取締役として選任しております。

なお、社外取締役である原 稔は、当社株式を保有しておりますが、上記１名と当社との間に、それ以外の利害

関係はありません。

 
④ 社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統

制部門との関係

当社は、独立した立場から経営への監督と監視を的確かつ有効に実行できる体制を構築するため、社外取締役及

び社外監査役が、毎月取締役会へ出席しております。また、各社外取締役と監査役面談を年に１回実施しておりま

す。

さらに、監査役、内部監査及び会計監査人との意見交換の場を定期的に設けることで相互連携を強固にし、内部

統制部門である総務部と密に連携することで、必要の都度、経営に関わる必要な資料の提供や事情説明並びにその

指摘に伴う改善活動を行う体制を構築しております。

 
(3) 【監査の状況】

① 監査役監査の状況

有価証券報告書提出日（2025年６月24日）現在、当社における監査役監査は、３名の社外監査役で組織された監

査役会において、会計監査人と連携して取締役の職務の執行を監査しております。監査役は、監査役会で定めた監

査の方針や業務の分担等に従い取締役会に出席し、取締役等からの営業の報告の聴取や重要な決議書類等の閲覧、

さらに業務及び財産の状況の調査等により厳正な監査を実施しております。また、監査役３名のうち１名を常勤監

査役とし、代表取締役社長と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題について意見交換を行うとともに、内部監査

と連携するなど、監査・モニタリングの実効性を高めております。このほか監査役は、財務経理統括並びに関係会

社各社の監査役と情報交換に努め、適宜面談を持ち協議を重ねる等の連携により、当社及び関係会社各社の監査の

実効性を確保しております。なお、定例（毎月１回開催）の監査役会において、相互に職務の状況について報告を

行うことにより監査業務の認識を共有化しております。

また、監査役会は３名全員が社外監査役で構成されており、各監査役は当社の経営をその専門的知識や経験から

監視、監査できる人材を選任しております。

常勤監査役 森兼 康博は、他の事業会社における経理部長、監査役及び監査等委員としての経験を有し、監査業

務に精通していることから、社外監査役として選任しております。

監査役 廣澤 一弘は、社会保険労務士として様々な職務経験と、豊富な経営経験を有しております。

監査役 梅津 英明は、税理士として税務、財務及び会計の知見並びに企業経営に関する豊富な経験を有しており

ます。

当事業年度において当社は監査役会を毎月１回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のとおりで

あります。

役職名 氏名 開催回数 出席回数

常勤監査役（社外） 森兼　康博 15 15

監査役（社外） 廣澤　一弘 15 15

監査役（社外） 梅津　英明 15 14
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監査役会における主な検討事項として、監査方針、監査計画、監査役会監査報告及び会計監査人の評価等があり

ます。

常勤監査役の活動として、取締役会、リスク・コンプライアンス委員会及び指名・報酬委員会等の重要な会議へ

出席し、意見の表明を行ったほか、稟議書及び各種会議の議事録等の重要書類の閲覧を行い、必要に応じて説明を

求め、又は意見の表明を行いました。

 
② 内部監査の状況

当社は、業務全般にわたる社内諸規程を全社的に整備し、当該諸規程に基づく適切な分掌管理により業務を遂行

するとともに、職務権限規程及び稟議規程に基づく承認体制を構築しております。

なお、内部監査統括は、内部統制システムの有効性を継続的に評価するため、各部門における重要業務につい

て、業務の有効性及び正確性等を監査しております。

当社の内部監査については、内部監査統括１名及び内部監査室１名を配置し、年間を通じて必要な内部監査を、

監査役と連携のもと、内部監査計画に基づき実施しております。内部監査の結果は、文書により代表取締役社長に

報告され、また常勤監査役にも報告されており、被監査部門に対して具体的な助言・勧告・改善状況の確認などを

行い、その内容を必要に応じて取締役会へ報告する仕組みになっております。

内部監査、監査役及び会計監査人は、相互に連携をとりながら効果的かつ効率的な監査の実施を行うよう情報、

意見の交換及び指摘事項の共有を行い、適正な監査の実施及び問題点、指摘事項の改善状況の確認に努めておりま

す。

 
③ 会計監査の状況

a. 監査法人の名称

有限責任 あずさ監査法人

 
b. 継続監査期間

2020年３月期以降

 
c. 業務を執行した公認会計士名

指定有限責任社員・業務執行社員　小林　雅彦

指定有限責任社員・業務執行社員　筑紫　　徹

 
d. 監査業務に係る補助者の構成

公認会計士５名　その他11名

 
e. 監査法人の選定方針と理由

会計監査人の選任・再任については、当社の業務内容に対応して効率的な監査業務を実施することができる一

定の規模を持つこと、審査体制が整備されていること、監査日数、監査期間及び具体的な監査実施要領並びに監

査費用が合理的かつ妥当であること、さらに監査実績などにより総合的に判断しております。なお、会計監査人

の職務の執行に支障がある場合等、監査役会が会計監査人の解任又は不再任に関する議案を提出する必要がある

と判断した場合、取締役会は当該議案を株主総会に提出いたします。また、監査役会は、会計監査人が会社法第

340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人

を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

 
f. 監査役及び監査役会による監査法人の評価

日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」などを参考と

して、会計監査人から報告を受けた監査計画・監査の実施状況・職務の遂行が適正に行われていることを確保す

るための品質管理体制等とその実績・実体を比較検証すると共に監査報告書の内容の充実度等を総合的に評価し

ており、監査人の監査体制、職務遂行状況等は適切であると評価しております。
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④ 監査報酬の内容等

a. 監査公認会計士等に対する報酬の内容

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 48,635 3,570 49,641 －

連結子会社 － － － －

計 48,635 3,570 49,641 －
 

(注) １. 提出会社における非監査業務の内容は、新規上場に係るコンフォートレター作成業務であります。

２. 当連結会計年度における上記報酬等の額以外に、前連結会計年度に係る追加報酬が18,981千円あります。

b. 監査公認会計士等と同一のネットワーク（KPMGメンバーファーム）に対する報酬(aを除く)

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 － － － －

連結子会社 6,758 99 7,469 105

計 6,758 99 7,469 105
 

(注) 連結子会社における非監査業務の内容は、事務代行業務であります。

 
c. その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

d. 監査報酬の決定方針

監査報酬の決定方針は、当社の規模・特性・監査日数等を勘案して、監査法人から提示された見積り案をもと

に検討し、監査役会の同意を得た上で決定することとしております。

 

e. 監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の監査計

画における監査項目別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度

の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、適切であると評価し、会計監査人の報酬等について会社法第399

条第１項及び第２項の同意をいたしました。

 

(4) 【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は、取締役の報酬等の決定方針については、任意の指名・報酬委員会の諮問を踏まえて取締役報酬の原案を

取締役会で決議しておりますので、当事業年度（2025年３月期においては、2024年６月に開催された指名・報酬委

員会の諮問を踏まえて取締役報酬の原案を取締役会で決議しております。）に係る取締役の個人別の報酬等の内容

が、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

当社の取締役の報酬等の内容の決定に関する方針は、以下のとおりであります。

 
a. 役員報酬の基本方針

当社の役員報酬の基本方針は次のとおりであります。

なお、本方針の決定方法は、指名・報酬委員会の審議を経て、取締役会へ審議結果が報告され、取締役会の決

議により決定しております。

1) 当社役員の役割及び職責に相応しい水準とする。

2) 過半数以上を社外取締役で構成する指名・報酬委員会（取締役会の任意の諮問機関）の審議を経ることで、客
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観性及び透明性を確保する。

 
b. 役員報酬の構成

当社の役員報酬は、金銭報酬のみで構成され、業績連動報酬は採用していません。

1) 取締役（社外取締役を除く）は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、経営環境を

含めた市場動向や当社の業績、従業員給与の水準を考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとしており

ます。

2) 社外取締役は、客観的立場から当社及び当社グループ全体の経営に対して監督及び助言を行う役割を担うこと

から、基本報酬（固定報酬）のみの構成とします。

3) 監査役は、客観的立場から取締役の職務執行を監査する役割を担うことから、基本報酬（固定報酬）のみの構

成とします。

 
c. 役員報酬の決定手続

1) 役員報酬の基本方針に沿って公正かつ合理的な制度運用が担保されるよう、当社の役員報酬の決定に際して

は、指名・報酬委員会の審議を経て、取締役会へ審議結果が報告され、取締役会の決議により決定しておりま

す。

2) 各役員の個人ごとの報酬の具体的決定については、指名・報酬委員会の答申を踏まえ、予め株主総会で決議さ

れた報酬限度額の範囲内で、取締役報酬については取締役会で、監査役報酬については監査役の協議により、

それぞれ決定することとしております。

 
d. 役員の報酬等に関する株主総会の決議及びその内容

1) 取締役の基本報酬

　2021年６月18日開催の定時株主総会において、取締役の報酬限度額は年額200百万円以内（うち、社外取締役

は年額30百万円以内）と決議されております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は６名であります。

2) 監査役の基本報酬

　2021年６月18日開催の定時株主総会において、監査役の報酬限度額は年額40百万円以内と決議されておりま

す。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名であります。

 
② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く)

87,750 87,750 － － 3

監査役
(社外監査役を除く)

－ － － － －

社外取締役 12,600 12,600 － － 4

社外監査役 11,100 11,100 － － 3
 

 
③ 役員ごとの連結報酬等の総額等

役員報酬等の額が１億円以上である者が存在しないため記載しておりません。

 
(5) 【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、主に株

式価値の変動、配当などによって利益を得る目的で保有しているものを純投資目的である投資株式とし、経営参加

やビジネス関係の強化を目的に保有しているものを純投資以外の目的である投資株式としております。
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② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a. 保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内

容

当社は、良好な取引先との安定的・長期的な取引関係の構築のため、持続的な企業価値向上に資すると判断し

たものについては、当該取引先等の株式を政策保有株式として保有しております。

議決権の行使については、当該取引先等の企業価値の向上に資するか、当社の企業価値を毀損させる可能性が

ないかを個別に考慮し賛否を判断しております。

 
b. 銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(千円)

非上場株式 3 11,428

非上場株式以外の株式 1 6,804
 

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

該当事項はありません。

 
（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当事項はありません。

 
c. 特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

（特定投資株式）

銘柄

当事業年度 前事業年度
保有目的、業務提携等の概要、

定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

コスモ・バイオ
株式会社

6,000 6,000

組織培養事業及び微生物事業におい

て、取引関係（仕入及び販売先）維

持強化を目的として保有しておりま

す。なお、定量的な保有効果の記載

は困難でありますが、同社株式につ

いて、保有目的が適切か、保有に伴

う便益とリスクが見合っているか等

を総合的に勘案し、保有継続につい

て判断しております。

株式数の増加はありません。

有

6,804 6,120

 

 
（みなし保有株式）

該当事項はありません。

 

③ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1963年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2024年４月１日から2025年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2024年４月１日から2025年３月31日まで)の財務諸表について、有限責任 あずさ監

査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会

計基準機構へ加入し、監査法人等外部機関が開催する会計基準の変更等に関する研修に参加するとともに、必要に応

じて監査法人との協議を実施しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,726,936 3,149,267

  受取手形 ※５  52,386 34,326

  売掛金 685,313 775,086

  電子記録債権 ※５  205,838 177,201

  商品及び製品 246,828 313,323

  仕掛品 80,400 90,206

  原材料及び貯蔵品 355,782 477,216

  未収入金 9,736 13,757

  その他 72,636 38,553

  貸倒引当金 △26,031 △1,975

  流動資産合計 3,409,829 5,066,964

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※１  1,779,642 ※１  1,820,745

    減価償却累計額 △641,364 △748,904

    建物及び構築物（純額） 1,138,277 1,071,841

   機械装置及び運搬具 911,342 1,010,676

    減価償却累計額 △459,805 △606,376

    機械装置及び運搬具（純額） 451,537 404,300

   土地 ※１  599,172 ※１  599,172

   リース資産 300,355 277,314

    減価償却累計額 △43,073 △60,722

    リース資産（純額） 257,282 216,592

   建設仮勘定 7,150 747,036

   その他 328,838 414,729

    減価償却累計額 △195,502 △200,020

    その他（純額） 133,335 214,709

   有形固定資産合計 2,586,755 3,253,652

  無形固定資産合計 2,991 27,262

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※３  481,872 ※３  581,277

   繰延税金資産 36,799 62,759

   その他 71,073 74,731

   投資その他の資産合計 589,745 718,768

  固定資産合計 3,179,492 3,999,683

 資産合計 6,589,322 9,066,648
 

 

EDINET提出書類

コージンバイオ株式会社(E38689)

有価証券報告書

 59/107



 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※５  163,470 134,081

  電子記録債務 ※５  83,147 75,344

  短期借入金 ※１,※２  1,500,000 ※１,※２  1,500,000

  １年内返済予定の長期借入金 ※１  150,000 ※１  150,000

  リース債務 52,661 51,229

  未払法人税等 56,863 114,136

  賞与引当金 63,828 79,840

  その他 ※４  328,240 ※４  382,670

  流動負債合計 2,398,213 2,487,303

 固定負債   

  長期借入金 ※１  525,000 ※１  375,000

  リース債務 242,034 310,307

  退職給付に係る負債 42,828 46,000

  資産除去債務 38,851 66,214

  固定負債合計 848,715 797,522

 負債合計 3,246,928 3,284,826

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 426,656 1,253,984

  資本剰余金 325,806 1,153,134

  利益剰余金 2,528,621 3,265,071

  株主資本合計 3,281,083 5,672,189

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,951 3,427

  為替換算調整勘定 58,358 106,204

  その他の包括利益累計額合計 61,310 109,631

 純資産合計 3,342,393 5,781,821

負債純資産合計 6,589,322 9,066,648
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

売上高 4,770,096 5,206,287

売上原価 ※１  2,888,800 ※１  2,840,250

売上総利益 1,881,296 2,366,036

販売費及び一般管理費 ※２,※３  1,284,473 ※２,※３  1,374,901

営業利益 596,822 991,135

営業外収益   

 受取利息 651 1,932

 受取配当金 180 300

 為替差益 6,223 -

 持分法による投資利益 71,726 98,852

 受取賃貸料 11,236 11,236

 受取手数料 1,403 -

 その他 2,339 5,623

 営業外収益合計 93,762 117,945

営業外費用   

 支払利息 22,872 30,071

 為替差損 - 377

 支払手数料 29,809 10,353

 その他 2,301 2,865

 営業外費用合計 54,983 43,668

経常利益 635,601 1,065,412

特別利益   

 固定資産売却益 - ※４  1,664

 特別利益合計 - 1,664

特別損失   

 固定資産除却損 ※５  0 ※５  603

 基幹システム変更に伴う損失 - 51,172

 特別損失合計 0 51,776

税金等調整前当期純利益 635,601 1,015,300

法人税、住民税及び事業税 275,670 246,635

法人税等調整額 △25,046 △26,094

法人税等合計 250,623 220,540

当期純利益 384,978 794,759

親会社株主に帰属する当期純利益 384,978 794,759
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【連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

当期純利益 384,978 794,759

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 283 475

 為替換算調整勘定 18,435 47,845

 その他の包括利益合計 ※１  18,719 ※１  48,321

包括利益 403,698 843,081

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 403,698 843,081
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

 (単位：千円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 426,656 325,806 2,222,777 2,975,239

当期変動額     

新株の発行    -

剰余金の配当   △79,135 △79,135

親会社株主に帰属する当期純利益   384,978 384,978

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）     

当期変動額合計 - - 305,843 305,843

当期末残高 426,656 325,806 2,528,621 3,281,083
 

 

 
その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 2,668 39,923 42,591 3,017,830

当期変動額     

新株の発行    -

剰余金の配当    △79,135

親会社株主に帰属する当期純利益    384,978

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 283 18,435 18,719 18,719

当期変動額合計 283 18,435 18,719 324,563

当期末残高 2,951 58,358 61,310 3,342,393
 

 

当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

 (単位：千円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 426,656 325,806 2,528,621 3,281,083

当期変動額     

新株の発行 827,328 827,328  1,654,656

剰余金の配当   △58,310 △58,310

親会社株主に帰属する当期純利益   794,759 794,759

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）     

当期変動額合計 827,328 827,328 736,449 2,391,106

当期末残高 1,253,984 1,153,134 3,265,071 5,672,189
 

 

 
その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 2,951 58,358 61,310 3,342,393

当期変動額     

新株の発行    1,654,656

剰余金の配当    △58,310

親会社株主に帰属する当期純利益    794,759

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 475 47,845 48,321 48,321

当期変動額合計 475 47,845 48,321 2,439,428

当期末残高 3,427 106,204 109,631 5,781,821
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 635,601 1,015,300

 減価償却費 299,629 360,974

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 20,023 △24,055

 賞与引当金の増減額（△は減少） △12,734 15,657

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 799 3,171

 受取利息及び受取配当金 △832 △2,233

 支払利息 22,872 30,071

 持分法による投資損益（△は益） △71,726 △98,852

 固定資産売却損益（△は益） - △1,664

 固定資産除却損 0 603

 売上債権の増減額（△は増加） △94,228 △27,134

 棚卸資産の増減額（△は増加） 424,890 △188,744

 未収入金の増減額（△は増加） △117 △1,919

 未収消費税等の増減額（△は増加） 38,408 2,407

 仕入債務の増減額（△は減少） 3,767 △47,443

 未払金及び未払費用の増減額（△は減少） 47,142 9,037

 未払消費税等の増減額（△は減少） 45,243 15,112

 その他 △37,277 83,691

 小計 1,321,461 1,143,979

 利息及び配当金の受取額 832 2,233

 利息の支払額 △23,238 △29,602

 法人税等の支払額 △475,375 △201,059

 営業活動によるキャッシュ・フロー 823,681 915,551

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 - △200,000

 有形固定資産の取得による支出 △562,554 △861,550

 有形固定資産の売却による収入 - 2,297

 無形固定資産の取得による支出 △250 △25,946

 敷金及び保証金の差入による支出 △16,049 △12,417

 敷金及び保証金の回収による収入 1,500 7,040

 その他 - △323

 投資活動によるキャッシュ・フロー △577,354 △1,090,901

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 600,000 1,300,000

 短期借入金の返済による支出 △300,000 △1,300,000

 長期借入れによる収入 750,000 -

 長期借入金の返済による支出 △939,800 △150,000

 株式の発行による収入 - 1,653,044

 リース債務の返済による支出 △32,413 △53,144

 配当金の支払額 △79,135 △58,310

 その他 - △15,557

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,348 1,376,032

現金及び現金同等物に係る換算差額 19,392 21,647

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 264,369 1,222,330

現金及び現金同等物の期首残高 1,462,566 1,726,936

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  1,726,936 ※１  2,949,267
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

 
１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数

3社

連結子会社の名称

エンバイオ株式会社

孝仁生物控股(香港)有限公司

高金生物科技(上海)有限公司

 
２．持分法の適用に関する事項

すべての関連会社に持分法を適用しております。

持分法を適用した関連会社数

1社

会社等の名称

味の素コージンバイオ株式会社

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、孝仁生物控股(香港)有限公司及び高金生物科技(上海)有限公司の決算日は、12月31日であ

ります。なお、連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

 
４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

・市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

 
② 棚卸資産

商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品

総平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子会社は定額法を採用しております。ただし、当社及び国内

連結子会社において、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物       　　２～50年

機械装置及び運搬具   　　２～８年
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② 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は次のとおりであります。

ソフトウエア(自社利用分)　５年(社内における利用可能期間)

 
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 
(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 
② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上し

ております。

 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする

方法を用いた簡便法を適用しております。

 
(5) 重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社は、組織培養事業、微生物事業、細胞加工事業を主な事業としております。組織培養事業

においては、再生医療や免疫療法の研究用途で使用される無血清培地をはじめとする組織培養用培地を開発、製

造・販売しております。微生物事業においては臨床・食品分野の病原菌検査や、医薬品・化粧品など様々な分野

の品質管理に使用される多種多様な細菌検査用培地を開発、製造・販売しております。細胞加工事業において

は、再生医療等安全性確保法に基づき特定細胞加工物製造の許可を取得した施設において、医療機関からの細胞

加工受託を行っております。これらの商品及び製品等の販売については、商品及び製品等を引き渡した時点又は

顧客が検収した時点で収益を認識しております。ただし、当該国内の販売については、出荷時点で収益を認識し

ております。

なお、顧客の理由により請求済未出荷契約を締結する場合は、下記の４つのすべての要件を充足し顧客が商品

又は製品の支配を獲得する顧客の検収時点で収益を認識しております。

① 請求済未出荷契約を締結した合理的な理由があること

② 当該商品又は製品が顧客に属するものとして区別して識別されていること

③ 当該商品又は製品について顧客に対して物理的に移転する準備が整っていること

④ 当該商品又は製品を使用する能力あるいは他の顧客に振り向ける能力を有していないこと

 
(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に計上しております。

 
(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。
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(重要な会計上の見積り)

 

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結財務諸表にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係

る連結財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

 
１．繰延税金資産の回収可能性

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

繰延税金資産の金額は、連結財務諸表「注記事項 (税効果会計関係)１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発

生の主な原因別の内訳」に記載した金額と同一であります。

 
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 算出方法

繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　2018年

２月16日）に定める会社分類に基づき、当連結会計年度末における将来減算一時差異に対して、将来の税金負

担額を軽減することができる範囲内で計上しております。

 
② 主要な仮定

将来の収益力に基づく課税所得は、当社グループの事業計画を基礎として見積もられます。事業計画には、

外部要因である市場動向や内部要因である研究開発活動の進捗等を踏まえ、事業の成長性等を考慮して見積も

られた売上高（販売数量及び販売単価を含む）や、原価低減活動の成果を含む営業利益等に一定の仮定を置い

ております。

 
③ 翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

課税所得が生じる時期及び金額は、こうした外部要因、内部要因を含む将来の不確実な経済条件の変動に

よって影響を受ける可能性があり、これらの見積りにおいて用いた主要な仮定に変更が生じた場合、翌連結会

計年度以降の連結財務諸表において繰延税金資産の計上額に大きく影響を与える可能性があります。

 
(未適用の会計基準等)

 
・「リースに関する会計基準」(企業会計基準第34号 2024年９月13日 企業会計基準委員会)

・「リースに関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第33号 2024年９月13日 企業会計基準委員会)等

 

(1) 概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手のすべ

てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏ま

えた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号

のすべての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、か

つ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等

が公表されました。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナ

ンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、すべてのリースについて使用権資産に

係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 
(2) 適用予定日

2028年３月期の期首から適用予定であります。

 
(3) 当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額は、現時点で評価中であります。
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(連結貸借対照表関係)

 
※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

建物及び構築物 569,623 千円 532,507 千円

土地 599,172  〃 599,172  〃

計 1,168,796 千円 1,131,679 千円
 

 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

短期借入金 575,000 千円 575,000 千円

長期借入金（１年内返済予定の長期
借入金を含む）

589,272  〃 458,320  〃

計 1,164,272 千円 1,033,320 千円
 

 
※２　当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。

連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

当座貸越極度額
及び貸出コミットメントの総額

2,400,000 千円 2,600,000 千円

貸出実行残高 1,500,000  〃 1,500,000  〃

差引額 900,000 千円 1,100,000 千円
 

 
※３　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

投資有価証券（株式） 464,324 千円 563,045 千円
 

 
※４　その他のうち、契約負債の金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

契約負債 13,871 千円 25,557 千円
 

 
※５　期末日満期手形の会計処理

当社及び国内連結子会社は、期末日満期手形の会計処理については、手形交換日及び振込日をもって決済処理

しております。　

なお、連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、期末残高に含まれている期末日満期手形は、次のと

おりであります。

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

受取手形 2,573 千円 － 千円

電子記録債権 32,820　〃 －　〃

支払手形 5,706　〃 －　〃

電子記録債務 19,019  〃 －  〃
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(連結損益計算書関係)

 
※１ 期末棚卸高は収益性の低下による簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損（△は戻入益）が売上原価に含

まれております。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日)
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

売上原価 239,610 千円 △190,945 千円
 

 
※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日)
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

貸倒引当金繰入額 20,023 千円 671 千円

給与手当 330,900 〃 346,123 〃

賞与引当金繰入額 25,891 〃 31,371 〃

退職給付費用 2,079 〃 2,479 〃

支払手数料 146,937 〃 224,180 〃

研究開発費 240,601 〃 168,827 〃
 

 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日)
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

研究開発費 240,601 千円 168,827 千円
 

 

※４　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日)
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

機械装置及び運搬具 －千円 1,664 千円
 

 
※５　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日)
 至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
 至 2025年３月31日)

建物及び構築物 － 千円 520 千円

機械装置及び運搬具 0　〃 83 〃

計 0 千円 603 千円
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(連結包括利益計算書関係)

 

※１　その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

  (千円)

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

当期発生額 408 684

組替調整額 － －

法人税等及び税効果調整前 408 684

法人税等及び税効果額 △124 △208

その他有価証券評価差額金 283 475

為替換算調整勘定   

当期発生額 18,435 47,845

その他の包括利益合計 18,719 48,321
 

 

(連結株主資本等変動計算書関係)

 
前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,165,000 － － 4,165,000
 

 

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 
４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2023年６月27日
定時株主総会

普通株式 79,135 19 2023年３月31日 2023年６月28日
 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 58,310 14 2024年３月31日 2024年６月29日
 

 
当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,165,000 946,600 － 5,111,600
 

　（変動事由の概要）

普通株式の増加946,600株は、公募による新株式の発行850,000株、第三者割当増資による96,600株であります。
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２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 
４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2024年６月28日
定時株主総会

普通株式 58,310 14 2024年３月31日 2024年６月29日
 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　2025年６月27日開催予定の定時株主総会の議案として、次のとおり付議する予定です。

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 122,678 24 2025年３月31日 2025年６月30日
 

 
(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

現金及び預金 1,726,936 千円 3,149,267 千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 －　〃 △200,000　〃

現金及び現金同等物 1,726,936 千円 2,949,267 千円
 

 

※２　重要な非資金取引の内容

(1) ファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

ファイナンス・リース取引に係る
資産の額

263,000 千円 － 千円

ファイナンス・リース取引に係る
債務の額

290,916　〃 －　〃
 

 
(2) リース取引に係る資産及び負債の額

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

使用権資産
（有形固定資産「その他」）

－ 千円 123,562 千円

リース債務 －　〃 123,562　〃
 

(注) 在外連結子会社において、IFRS第16号「リース」を適用しているため、当該在外連結子会社で締結したリー

ス取引契約について、上記使用権資産及びリース債務を計上しております。
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(リース取引関係)

 
１．ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

　有形固定資産

主として微生物事業における生産設備（機械装置及び運搬具）、及び本社における運送用トラック（機械装置

及び運搬具）であります。

② リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計方針に関する事項　(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
当連結会計年度
(2025年３月31日)

１年内 44,154 千円

１年超 40,474  〃

計 84,629 千円
 

(注) 前連結会計年度は重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 
(金融商品関係)

 
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については投機的な運用は行わず、比較的安全で流動性のある預金による運用を行

い、また、必要な設備投資のための資金調達については、主に銀行等の金融機関からの借入により行っておりま

す。なお、デリバティブ取引は行っておりません。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券

は、取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借入金

は、主に事業に必要な運転資金の調達を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されております。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、債権管理規程に従い、営業債権について各営業担当者が主要な取引先の状況を定期的にモニタリン

グし、財務経理部門と連携して取引相手毎に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回

収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管

理を行っております。

② 市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、また、取引先企業と

の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

長期借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、市場金利の動向をモニタリングし、リスクを抑制

する必要があるかを検討しております。
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③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社は、財務経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の高い金融資産を保持する

ことにより、流動性リスクを管理しております。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。

 

(5) 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち45.1％が特定の大口顧客に対するものであります。

 
２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前連結会計年度(2024年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

投資有価証券    

　その他有価証券 6,120 6,120 －

資産計 6,120 6,120 －

長期借入金　(※)２ 675,000 671,788 △3,211

負債計 675,000 671,788 △3,211
 

 (※)１．「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」「電子記録債務」「短

期借入金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであ

ることから、記載を省略しております。

２．長期借入金は、流動負債の１年内返済予定の長期借入金も含めております。

３．市場価格のない株式等は、「投資有価証券　その他有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連

結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

 (単位：千円)

区分 2024年３月31日

非上場株式 11,428

関連会社株式 464,324
 

 

当連結会計年度(2025年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

投資有価証券    

　その他有価証券 6,804 6,804 －

資産計 6,804 6,804 －

長期借入金　(※)２ 525,000 521,238 △3,761

負債計 525,000 521,238 △3,761
 

 (※)１．「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」「電子記録債務」「短

期借入金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであ

ることから、記載を省略しております。

２．長期借入金は、流動負債の１年内返済予定の長期借入金も含めております。

３．市場価格のない株式等は、「投資有価証券　その他有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連

結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

 (単位：千円)

区分 2025年３月31日

非上場株式 11,428

関連会社株式 563,045
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(注１) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2024年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 1,726,936 － － －

受取手形 52,386 － － －

売掛金 685,313 － － －

電子記録債権 205,838 － － －

合計 2,670,475 － － －
 

 
当連結会計年度(2025年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 3,149,267 － － －

受取手形 34,326 － － －

売掛金 775,086 － － －

電子記録債権 177,201 － － －

合計 4,135,882 － － －
 

 
(注２) 短期借入金、長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(2024年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 1,500,000 － － － － －

長期借入金 150,000 150,000 150,000 150,000 75,000 －

合計 1,650,000 150,000 150,000 150,000 75,000 －
 

 

当連結会計年度(2025年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 1,500,000 － － － － －

長期借入金 150,000 150,000 150,000 75,000 － －

合計 1,650,000 150,000 150,000 75,000 － －
 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の

算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度(2024年３月31日)

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     
その他有価証券     
株式 6,120 － － 6,120

資産計 6,120 － － 6,120
 

 
当連結会計年度(2025年３月31日)

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券     

株式 6,804 － － 6,804

資産計 6,804 － － 6,804
 

 
(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度(2024年３月31日)

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 671,788 － 671,788

債計 － 671,788 － 671,788
 

 
当連結会計年度(2025年３月31日)

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 521,238 － 521,238

債計 － 521,238 － 521,238
 

 
(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

投資有価証券は上場株式であり相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。

 
長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在

価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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(有価証券関係)

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 
(退職給付関係)

 
１．採用している退職給付制度の概要

当社は従業員の退職給付に充てるため、確定給付型の退職一時金制度を設けており、給付金の一部を中小企業

退職金共済制度からの支給額で充当しております。

退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給します。

なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しておりま

す。

 

２．確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 42,029千円 42,828千円

　退職給付費用 3,901 〃 9,405 〃

　退職給付の支払額 △3,102 〃 △6,234 〃

退職給付債務に係る負債の期末残高 42,828千円 46,000千円
 

(注) 「退職給付費用」については、中小企業退職金共済制度への拠出額（前連結会計年度 6,833千円、当連

結会計年度 6,939千円）を控除して表示しております。

 
(2) 退職給付と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

 前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

非積立型制度の退職給付債務 42,828千円 46,000千円

連結貸借対照表に計上された負債 42,828千円 46,000千円

     
退職給付に係る負債 42,828千円 46,000千円

連結貸借対照表に計上された負債 42,828千円 46,000千円
 

 

(3) 退職給付費用の金額

簡便法で計算した退職給付費用　前連結会計年度 3,901千円　当連結会計年度 9,405千円

 
(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

 
当連結会計年度
(2025年３月31日)

繰延税金資産      
棚卸資産評価損 77,521 千円  16,971 千円

研究開発費 26,428  〃  40,845 〃

貸倒損失 21,053  〃  29,207 〃

賞与引当金 18,276  〃  22,845 〃

　退職給付に係る負債 13,045  〃  14,425  〃

　資産除去債務 11,834  〃  20,764  〃

　貸倒引当金 7,929  〃  601  〃

　未払事業税 4,407  〃  8,442  〃

　その他 13,406  〃  9,586  〃

繰延税金資産小計 193,903 千円  163,690 千円

評価性引当額 △103,551 千円  △45,278 千円

繰延税金資産合計 90,351 千円  118,411 千円

繰延税金負債      
固定資産圧縮積立金 48,777 千円  43,257 千円

　その他有価証券評価差額金 1,293  〃  1,501  〃

　その他 3,481  〃  10,893  〃

繰延税金負債合計 53,552 千円  55,652 千円

繰延税金資産（負債）純額 36,799 千円  62,759 千円
 

 
(表示方法の変更)

前連結会計年度において、繰延税金資産の「その他」に含めておりました「研究開発費」は、重要性が増加し

たため、当連結会計年度より独立掲記しました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の注記

の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度において、繰延税金資産の「その他」に表示していた39,834千円は、「研究開発

費」26,428千円及び「その他」13,406千円として組替えております。

 
(注) 評価性引当額が58,272千円減少しております。主な要因は、棚卸資産評価損60,297千円等の減少によるものであ

ります。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

 
当連結会計年度
(2025年３月31日)

法定実効税率 30.5 ％  30.5 ％

（調整）      
評価性引当額の増減 11.1 ％  △5.9 ％

留保金課税 5.0 ％  1.8 ％

試験研究費等特別控除 △4.2 ％  △0.6 ％

持分法による投資損益 △3.4 ％  △3.0 ％

在外子会社との税率差異 △1.2 ％  △1.2 ％

寄付金等永久に損金算入されない項目 0.7 ％  0.6 ％

住民税均等割 0.3 ％  0.8 ％

賃上げ促進税制に係る税額控除 - ％  △1.6 ％

その他 0.5 ％  0.2 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.4 ％  21.7 ％
 

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（2025年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、2026年４月１

日以後開始する連結会計年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

これに伴い、2026年４月１日以後開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資

産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.5％から31.4％に変更し計算しております。

この変更が当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 
(資産除去債務関係)

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

(賃貸等不動産関係)

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 
(収益認識関係)

 
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項 (セグメント情報等)」に記載のとおりでありま

す。

 
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「注記事項 (連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)４．

会計方針に関する事項 (５)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

なお、取引の対価は、商品及び製品等の引渡し後、概ね３か月以内に受領(受注契約に基づき前受金を受領する

場合がある。)しており、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

 
３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年

度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関す

る情報
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(1) 契約資産及び契約負債の残高等

  （単位：千円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 844,069 943,538

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 943,538 986,615

契約負債（期首残高） 15,293 13,871

契約負債（期末残高） 13,871 25,557
 

契約負債は、主に、海外顧客又は新規顧客との受注契約の支払条件に基づき受注時に受け取った前受金に関す

るものであります。契約負債は収益の認識に伴い取り崩されます。

前連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、10,667千円であり

ます。また、前連結会計年度において、契約負債が1,421千円減少した主な理由は、顧客との契約に基づく前受

金の減少であります。

過去の期間に充足(又は部分的に充足)した履行義務から、前連結会計年度に認識した収益の額(主に、取引価

格の変動)に重要性はありません。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、11,941千円であり

ます。また、当連結会計年度において、契約負債が11,685千円増加した主な理由は、顧客との契約に基づく前受

金の増加であります。

過去の期間に充足(又は部分的に充足)した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益の額(主に、取引価

格の変動)に重要性はありません。

 
(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループでは、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存

履行義務に関する情報の記載を省略しております。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 
１．報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が経営資源の配分決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、取り扱う製品・商品及びサービス分野毎に事業部門を分けて事業活動を管理、運営してお

り、組織細胞用培地の製造・販売を主な事業とする「組織培養事業」、臨床・食品分野の病原菌検査等に使用す

る微生物検査用培地の製造・販売を主な事業とする「微生物事業」、及び医療機関からの委託を受けて細胞加工

を行う「細胞加工事業」の３つを、当社グループの報告セグメントとしております。

 
(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「組織培養事業」は、再生医療や免疫療法の研究用途で使用される無血清培地をはじめとする組織培養用培地

を開発、製造・販売しております。

「微生物事業」は、臨床・食品分野の病原菌検査や、医薬品・化粧品など様々な分野の品質検査に使用される

多種多様な微生物検出用培地を開発、製造・販売しております。

「細胞加工事業」は、再生医療等安全性確保法に基づき特定細胞加工物製造の許可を取得した施設において、

医療機関からの委託を受けて細胞加工事業を行っております。
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２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。なお、セグメント間の内部取引は発生しておりません。

 
３．報告セグメントごとの売上高、利益の金額に関する情報及び収益の分解情報

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

     (単位：千円)

 
報告セグメント 調整額

(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２組織培養事業 微生物事業 細胞加工事業 計

売上高       

外部顧客との契約か
ら生じる収益

1,904,442 1,656,346 1,209,307 4,770,096 － 4,770,096

　外部顧客への売上高 1,904,442 1,656,346 1,209,307 4,770,096 － 4,770,096

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

－ － － － － －

計 1,904,442 1,656,346 1,209,307 4,770,096 － 4,770,096

セグメント利益又は
損失（△）

609,236 △69,240 472,022 1,012,018 △415,195 596,822

その他の項目       

　減価償却費 69,208 100,420 114,145 283,774 14,549 298,323
 

(注) １．調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益又は損失（△）の調整額△415,195千円は、各報告セグメントへ配分していない全社費用で

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(2) セグメント資産については、事業セグメントに資産を配分していないため記載しておりません。

(3) 報告セグメントに対して特定の資産は配分しておりませんが、減価償却費等の関連費用は配分しておりま

す。なお、減価償却費の調整額14,549千円には、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る減価償却費

が含まれております。

２．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

     (単位：千円)

 
報告セグメント 調整額

(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２組織培養事業 微生物事業 細胞加工事業 計

売上高       

外部顧客との契約か
ら生じる収益

2,268,951 1,781,984 1,155,350 5,206,287 － 5,206,287

　外部顧客への売上高 2,268,951 1,781,984 1,155,350 5,206,287 － 5,206,287

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

－ － － － － －

計 2,268,951 1,781,984 1,155,350 5,206,287 － 5,206,287

セグメント利益 765,320 441,026 313,229 1,519,576 △528,441 991,135

その他の項目       

　減価償却費 83,001 131,384 129,537 343,922 15,746 359,669
 

(注) １．調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△528,441千円は、各報告セグメントへ配分していない全社費用です。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(2) セグメント資産については、事業セグメントに資産を配分していないため記載しておりません。

(3) 報告セグメントに対して特定の資産は配分しておりませんが、減価償却費等の関連費用は配分しておりま

す。なお、減価償却費の調整額15,746千円には、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る減価償却費

が含まれております。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

 
前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

日本
海外

合計
アジア 欧州

4,132,307 637,603 184 4,770,096
 

　　(注)１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

２．アジアの売上高には、連結損益計算書の売上高10％以上を占める中国の売上高509,962千円が含まれて

おります。

 
(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

 

当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

日本
海外

合計
アジア 欧州

4,309,396 896,517 373 5,206,287
 

　　(注)１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

２．アジアの売上高には、連結損益計算書の売上高10％以上を占める中国の売上高766,786千円が含まれて

おります。

 
(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

康宁生命科学(吴江)有限公司 581,249 組織培養事業
 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 
【関連当事者情報】

 
１．関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

① 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
② 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等

該当事項はありません。

 
(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

 
２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

重要な関連会社の要約財務情報

当連結会計年度において、重要な関連会社は味の素コージンバイオ株式会社であり、その要約財務情報は以下

のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
味の素コージンバイオ株式会社

前連結会計年度 当連結会計年度

流動資産合計 707,068 903,073

固定資産合計 698,796 635,578

   

流動負債合計 345,422 328,329

固定負債合計 89,856 60,932

   

純資産合計 970,585 1,149,389

   

売上高 1,023,857 1,346,387

税引前当期純利益 159,118 251,174

当期純利益 113,675 178,803
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(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

１株当たり純資産額 802.50円 1,131.12円

１株当たり当期純利益金額 92.43円 157.57円
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２. １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 384,978 794,759

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 384,978 794,759

普通株式の期中平均株式数(株) 4,165,000 5,044,011
 

　

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 3,342,393 5,781,821

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) － －

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 3,342,393 5,781,821

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

4,165,000 5,111,600
 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

コージンバイオ株式会社(E38689)

有価証券報告書

 83/107



 

⑤ 【連結附属明細表】

 

【社債明細表】

該当事項はありません。

 
【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,500,000 1,500,000 1.47 －

１年以内に返済予定の長期借入金 150,000 150,000 1.82 －

１年以内に返済予定のリース債務 52,661 51,229 0.17 －

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く)

525,000 375,000 1.82
 2026年６月30日～
 2028年９月28日

リース債務(１年以内に返済予定の
ものを除く)

242,034 310,307 0.20
 2026年３月31日～
 2034年９月29日

その他有利子負債 － － － －

合計 2,469,696 2,386,537 － －
 

(注) １．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの

返済予定額の総額

 

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 150,000 150,000 75,000 －

リース債務 52,061 52,631 53,315 54,351
 

 

【資産除去債務明細表】

 
当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会計年

度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定により記載

を省略しております。

 
(2) 【その他】

 
当連結会計年度における半期情報等

(累計期間) 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高 (千円) 2,507,586 5,206,287

税金等調整前
中間(当期)純利益

(千円) 366,794 1,015,300

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(千円) 277,196 794,759

１株当たり
中間(当期)純利益

(円) 55.70 157.57
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,249,670 2,481,029

  受取手形 ※４  13,892 -

  売掛金 ※１  506,360 ※１  509,382

  電子記録債権 ※４  201,939 171,075

  商品及び製品 164,211 244,230

  仕掛品 80,400 90,206

  原材料及び貯蔵品 300,203 409,602

  前払費用 32,574 26,138

  未収入金 ※１  113,904 ※１  123,385

  その他 18,757 307

  貸倒引当金 △26,031 △1,975

  流動資産合計 2,655,883 4,053,381

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※２  1,114,056 ※２  1,051,356

   構築物 ※２  19,099 ※２  17,893

   機械及び装置 426,960 377,076

   車両運搬具 575 179

   工具、器具及び備品 116,624 86,080

   土地 ※２  599,172 ※２  599,172

   リース資産 257,282 216,592

   建設仮勘定 7,150 747,036

   有形固定資産合計 2,540,921 3,095,388

  無形固定資産   

   ソフトウエア 2,830 1,194

   その他 160 26,068

   無形固定資産合計 2,991 27,262

  投資その他の資産   

   投資有価証券 17,548 18,232

   関係会社株式 515,500 515,500

   関係会社出資金 190,450 190,450

   固定化営業債権 ※１  52,042 ※１  42,333

   繰延税金資産 29,888 58,799

   敷金及び保証金 68,720 73,838

   その他 1,475 241

   貸倒引当金 △52,042 △42,333

   投資その他の資産合計 823,583 857,063

  固定資産合計 3,367,496 3,979,714

 資産合計 6,023,379 8,033,096
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 ※４  21,707 506

  買掛金 ※１  138,215 ※１  128,335

  電子記録債務 ※４  83,147 75,344

  短期借入金 ※２,※３  1,500,000 ※２,※３  1,500,000

  １年内返済予定の長期借入金 ※２  150,000 ※２  150,000

  リース債務 43,599 42,067

  未払金 136,879 ※１  155,304

  未払費用 100,758 84,195

  未払法人税等 34,344 82,863

  前受金 13,753 18,981

  賞与引当金 60,000 75,000

  その他 46,799 81,968

  流動負債合計 2,329,207 2,394,566

 固定負債   

  長期借入金 ※２  525,000 ※２  375,000

  リース債務 242,034 199,967

  退職給付引当金 42,828 46,000

  資産除去債務 38,851 66,214

  固定負債合計 848,715 687,182

 負債合計 3,177,922 3,081,749

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 426,656 1,253,984

  資本剰余金   

   資本準備金 325,806 1,153,134

   資本剰余金合計 325,806 1,153,134

  利益剰余金   

   利益準備金 6,375 6,375

   その他利益剰余金   

    固定資産圧縮積立金 111,358 96,190

    任意積立金 700 700

    繰越利益剰余金 1,971,609 2,437,535

   利益剰余金合計 2,090,043 2,540,800

  株主資本合計 2,842,505 4,947,919

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 2,951 3,427

  評価・換算差額等合計 2,951 3,427

 純資産合計 2,845,457 4,951,347

負債純資産合計 6,023,379 8,033,096
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

売上高 ※１  4,391,017 ※１  4,560,464

売上原価 ※１  2,722,186 ※１  2,532,466

売上総利益 1,668,831 2,027,997

販売費及び一般管理費 ※１，２  1,223,665 ※１，２  1,301,271

営業利益 445,165 726,726

営業外収益   

 受取利息 294 1,327

 受取配当金 180 300

 為替差益 2,810 535

 受取賃貸料 ※１  11,236 ※１  11,236

 受取手数料 ※１  1,403 -

 その他 2,038 4,623

 営業外収益合計 17,965 18,023

営業外費用   

 支払利息 22,063 29,500

 支払手数料 31,590 10,353

 その他 197 2,286

 営業外費用合計 53,851 42,140

経常利益 409,279 702,609

特別利益   

 固定資産売却益 - 57

 貸倒引当金戻入額 14,062 9,709

 特別利益合計 14,062 9,767

特別損失   

 固定資産除却損 0 603

 基幹システム変更に伴う損失 - 51,172

 特別損失合計 0 51,776

税引前当期純利益 423,341 660,600

法人税、住民税及び事業税 232,423 180,652

法人税等調整額 △21,082 △29,119

法人税等合計 211,341 151,533

当期純利益 212,000 509,067
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【役務原価明細書】
 

  
前事業年度

(自　　2023年４月１日
至　　2024年３月31日)

当事業年度
(自　　2024年４月１日
至　　2025年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
  (％)

金額(千円)
構成比
  (％)

Ⅰ　労務費  158,536 30.1 218,443 31.4

Ⅱ　経費  368,304 69.9 477,545 68.6

　　　減価償却費  34,556  114,412  

　　　支払手数料  106,355  102,313  

　　　消耗品費  76,732  93,502  

　　　地代家賃  31,535  42,164  

　　　その他  119,124  125,152  

　　役務原価 ※１ 526,841 100.0 695,988 100.0
 

 
(表示方法の変更)

前事業年度において、経費の「その他」に含めておりました「減価償却費」は、重要性が増加したため、当事

業年度より独立掲記しました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の注記の組替えを行っており

ます。

この結果、前事業年度において、経費の「その他」に表示していた153,681千円は、「減価償却費」34,556千円

及び「その他」119,124千円として組替えております。

 
(注) ※１　役務原価と売上原価の調整表

区分 前事業年度(千円) 当事業年度(千円)

　役務原価 526,841 695,988

　製品原価 1,937,472 1,536,661

　商品原価 257,872 299,816

　売上原価 2,722,186 2,532,466
 

 
(原価計算の方法)

当社の原価計算は、総合原価計算による実際原価計算であります。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

当期首残高 426,656 325,806 325,806

当期変動額    

新株の発行    

剰余金の配当    

当期純利益    

固定資産圧縮積立金の

取崩
   

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
   

当期変動額合計 - - -

当期末残高 426,656 325,806 325,806
 

 

 

株主資本

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産

圧縮積立金
任意積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 6,375 130,798 700 1,819,305 1,957,178 2,709,640

当期変動額       

新株の発行      -

剰余金の配当    △79,135 △79,135 △79,135

当期純利益    212,000 212,000 212,000

固定資産圧縮積立金の

取崩
 △19,439  19,439 - -

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
      

当期変動額合計 - △19,439 - 152,304 132,865 132,865

当期末残高 6,375 111,358 700 1,971,609 2,090,043 2,842,505
 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 2,668 2,668 2,712,308

当期変動額    

新株の発行   -

剰余金の配当   △79,135

当期純利益   212,000

固定資産圧縮積立金の

取崩
  -

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
283 283 283

当期変動額合計 283 283 133,148

当期末残高 2,951 2,951 2,845,457
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当事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

当期首残高 426,656 325,806 325,806

当期変動額    

新株の発行 827,328 827,328 827,328

剰余金の配当    

当期純利益    

固定資産圧縮積立金の

取崩
   

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
   

当期変動額合計 827,328 827,328 827,328

当期末残高 1,253,984 1,153,134 1,153,134
 

 

 

株主資本

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産

圧縮積立金
任意積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 6,375 111,358 700 1,971,609 2,090,043 2,842,505

当期変動額       

新株の発行      1,654,656

剰余金の配当    △58,310 △58,310 △58,310

当期純利益    509,067 509,067 509,067

固定資産圧縮積立金の

取崩
 △15,168  15,168 - -

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
      

当期変動額合計 - △15,168 - 465,925 450,757 2,105,413

当期末残高 6,375 96,190 700 2,437,535 2,540,800 4,947,919
 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 2,951 2,951 2,845,457

当期変動額    

新株の発行   1,654,656

剰余金の配当   △58,310

当期純利益   509,067

固定資産圧縮積立金の

取崩
  -

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
475 475 475

当期変動額合計 475 475 2,105,889

当期末残高 3,427 3,427 4,951,347
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【注記事項】

(重要な会計方針)

 
１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

 
② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

 
(2) 棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産

商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

 
２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　２～50年

構築物　　　　　　　　３～50年

機械及び装置　　　　　２～８年

車両運搬具　　　　　　　　４年

工具、器具及び備品　　２～10年

 
(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は次のとおりであります。

ソフトウエア(自社利用分)　５年(社内における利用可能期間)

 
(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上しており

ます。
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(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法

を用いた簡便法を適用しております。

 
４．収益及び費用の計上基準

当社は、組織培養事業、微生物事業、細胞加工事業を主な事業としております。組織培養事業においては、再

生医療や免疫療法の研究用途で使用される無血清培地をはじめとする組織培養用培地を開発、製造・販売してお

ります。微生物事業においては臨床・食品分野の病原菌検査や、医薬品・化粧品など様々な分野の品質管理に使

用される多種多様な細菌検査用培地を開発、製造・販売しております。細胞加工事業においては、再生医療等安

全性確保法に基づき特定細胞加工物製造の許可を取得した施設において、医療機関からの細胞加工受託を行って

おります。これらの商品及び製品等の販売については、商品及び製品等を引き渡した時点又は顧客が検収した時

点で収益を認識しております。ただし、当該国内の販売については、出荷時点で収益を認識しております。

なお、顧客の理由により請求済未出荷契約を締結する場合は、下記の４つのすべての要件を充足し顧客が商品

又は製品の支配を獲得する顧客の検収時点で収益を認識しております。

(1) 請求済未出荷契約を締結した合理的な理由があること

(2) 当該商品又は製品が顧客に属するものとして区別して識別されていること

(3) 当該商品又は製品について顧客に対して物理的に移転する準備が整っていること

(4) 当該商品又は製品を使用する能力あるいは他の顧客に振り向ける能力を有していないこと

 

(重要な会計上の見積り)

 

会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表に

重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

 
１．繰延税金資産の回収可能性

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

繰延税金資産の金額は、財務諸表「注記事項 (税効果会計関係) １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の

主な原因別の内訳」に記載した金額と同一であります。

 
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結財務諸表「注記事項 (重要な会計上の見積り) １．繰延税金資産の回収可能性」に記載した内容と同一で

あります。
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(貸借対照表関係)

 
※１　関係会社に対する金銭債権債務

関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

短期金銭債権 164,723 千円 146,696 千円

長期金銭債権 52,042　〃 42,333　〃

短期金銭債務 1,985  〃 16,183  〃
 

 
※２　担保に供している資産及び担保にかかる債務

(1) 担保に供している資産

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

建物 550,523 千円 514,613 千円

構築物 19,099　〃 17,893　〃

土地 599,172  〃 599,172  〃

計 1,168,796 千円 1,131,679 千円
 

 
(2) 担保にかかる債務

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

短期借入金 575,000 千円 575,000 千円

長期借入金(１年内返済予定の長期借

入金を含む)
589,272  〃 458,320  〃

計 1,164,272 千円 1,033,320 千円
 

 
※３　当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結

しております。

事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

当座貸越限度額

及び貸出コミットメントの総額
2,400,000 千円 2,600,000 千円

借入実行残高 1,500,000  〃 1,500,000  〃

差引額 900,000 千円 1,100,000 千円
 

 

※４　期末日満期手形の会計処理

当社は、期末日満期手形の会計処理については、手形交換日及び振込日をもって決済処理しております。

なお、事業年度末日が金融機関の休日であったため、期末残高に含まれている期末日満期手形は、次のとおり

であります。

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

受取手形 1,895 千円 － 千円

電子記録債権 32,820  〃 －  〃

支払手形 5,706  〃 －  〃

電子記録債務 19,019  〃 －  〃
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(損益計算書関係)

 
※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

(自 　2023年４月１日
至 　2024年３月31日)

当事業年度
(自 　2024年４月１日
至 　2025年３月31日)

営業取引による取引高     

　売上高 231,318 千円 171,940 千円

　仕入高 63,351  〃 125,143  〃

　支払手数料 129,917  〃 137,560  〃

営業取引以外の取引による取引高 13,113  〃 11,620  〃
 

 
※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 　2023年４月１日
至 　2024年３月31日)

当事業年度
(自 　2024年４月１日
至 　2025年３月31日)

貸倒引当金繰入額 20,023 千円 671 千円

給料手当 251,717  〃 255,509  〃

支払手数料 267,079  〃 347,618  〃

賞与引当金繰入額 23,991  〃 29,085  〃

退職給付費用 2,079  〃 2,479  〃

減価償却費 38,944  〃 36,403  〃

研究開発費 240,003  〃 168,547  〃
 

 
おおよその割合

販売費 19.0  ％ 19.1  ％

一般管理費 81.0  〃 80.9  〃
 

 
 
(有価証券関係)

 
子会社株式、関連会社株式及び関係会社出資金は、市場価格のない株式等のため、子会社株式、関連会社株式及び

関係会社出資金の時価を記載しておりません。

なお、市場価格のない株式等の子会社株式、関連会社株式及び関係会社出資金の貸借対照表計上額は次のとおりで

す。

（単位：千円）

区分
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

子会社株式 50,000 50,000

関連会社株式 465,500 465,500

関係会社出資金 190,450 190,450

計 705,950 705,950
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(税効果会計関係)

 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(2024年３月31日)
 

当事業年度
(2025年３月31日)

繰延税金資産      
棚卸資産評価損 77,210 千円  16,372 千円

研究開発費 26,428 〃  40,845 〃

貸倒引当金 23,781 〃  13,877 〃

貸倒損失 21,053 〃  29,207 〃

賞与引当金 18,276 〃  22,845 〃

退職給付引当金 13,045 〃  14,425 〃

資産除去債務 11,834 〃  20,764 〃

未払事業税 3,922  〃  7,833  〃

　その他 7,293  〃  6,834  〃

繰延税金資産小計 202,845 千円  173,006 千円

評価性引当額 △119,404 千円  △58,554 千円

繰延税金資産合計 83,440 千円  114,452 千円

繰延税金負債      
固定資産圧縮積立金 48,777 千円  43,257 千円

　その他有価証券評価差額金 1,293　〃  1,501  〃

　その他 3,481  〃  10,893  〃

繰延税金負債合計 53,552 千円  55,652 千円

繰延税金資産（負債）純額 29,888 千円  58,799 千円
 

 
（表示方法の変更）

前事業年度において、繰延税金資産の「その他」に含めておりました「研究開発費」は、重要性が増加したた

め、当事業年度より独立掲記しました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の注記の組替えを

行っております。

この結果、前事業年度において、繰延税金資産の「その他」に表示していた33,721千円は、「研究開発費」

26,428千円及び「その他」7,293千円として組替えております。

 
（注）評価性引当額が60,849千円減少しております。主な要因は、棚卸資産評価損60,297千円等の減少によるもの

であります。

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(2024年３月31日)
 

当事業年度
(2025年３月31日)

法定実効税率 30.5 ％  30.5 ％

（調整）      

評価性引当額の増減 15.7 ％  △9.5 ％

留保金課税 7.6 ％  2.7 ％

試験研究費等特別控除 △6.2 ％  △0.9 ％

寄付金等永久に損金算入されない項目 1.2％  1.0％

住民税均等割 0.4 ％  1.1 ％

賃上げ促進税制に係る税額控除 - ％  △2.4 ％

その他 0.8 ％  0.4 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.9 ％  22.9 ％
 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（2025年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、2026年４月１
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日以後開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

これに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及

び繰延税金負債については、法定実効税率を30.5％から31.4％に変更し計算しております。

この変更が当事業年度の財務諸表に与える影響は軽微であります。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項(収益認識関係)」に同

一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 
(単位：千円)

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産 建物 1,664,576 31,785 － 94,485 1,696,361 645,005

 構築物 27,886 2,101 395 3,027 29,593 11,699

 機械及び装置 855,662 95,106 993 144,873 949,774 572,698

 車両運搬具 2,530 － － 395 2,530 2,350

 
工具、器具及び
備品

251,434 24,429 134 54,973 275,729 189,648

 土地 599,172 － － － 599,172 －

 リース資産 300,355 － 23,040 40,689 277,314 60,722

 建設仮勘定 7,150 739,886 － － 747,036 －

 計 3,708,768 893,309 24,564 338,445 4,577,513 1,482,125

無形固定資産 ソフトウエア 21,946 － － 1,636 21,946 20,751

 その他 5,511 25,946 － 38 31,457 5,388

 計 27,457 25,946 － 1,674 53,403 26,140
 

(注) １．建物における主な増加額は、細胞培養施設の内装工事（28,501千円）によるものであります。

２．機械及び装置における主な増加額は、研究用の分析装置（42,800千円）、微生物培地製造用の滅菌装置

（30,376千円）によるものであります。

３. 建設仮勘定における主な増加額は、倉庫及び休憩更衣室施設の建設費用（739,284千円）によるものであり

ます。

４．当期首残高及び当期末残高については、取得原価により記載しております。

 

【引当金明細表】

 
(単位：千円)

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 78,074 719 34,485 44,308

賞与引当金 60,000 75,000 60,000 75,000
 

 
(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 
(3) 【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

コージンバイオ株式会社(E38689)

有価証券報告書

 97/107



第６ 【提出会社の株式事務の概要】
 

事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内

基準日 毎年３月31日

剰余金の配当の基準日
毎年９月30日

毎年３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号　みずほ信託銀行株式会社

　　取次所 みずほ信託銀行株式会社　全国各支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告としております。

ただし事故その他やむを得ない事由によって電子公告が出来ないときは、日本経済新聞

に掲載することとしております。

当社の公告掲載URLは次のとおりであります。

https://kohjin-bio.jp/ir/

株主に対する特典 なし
 

(注)　当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を有しておりません。

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】
 
当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】
 
当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1) 有価証券届出書の訂正届出書

2024年３月22日提出の有価証券届出書及びその添付書類に係る訂正届出書

　2024年４月８日及び2024年４月16日　関東財務局長に提出。

 

(2) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第43期(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

　2024年６月28日　関東財務局長に提出。

 
(3) 半期報告書及び確認書

事業年度　第44期中(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

　2024年11月14日　関東財務局長に提出。

 
(4) 臨時報告書

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書

　2024年４月25日　関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づ

く臨時報告書

　2024年７月４日　関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2025年６月24日

コージンバイオ株式会社

取締役会　御中

 

有限責任　あずさ監査法人
 

北関東事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 　小　林　雅　彦

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 　筑　紫　　　徹

 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるコージンバイオ株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

コージンバイオ株式会社及び連結子会社の2025年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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コージンバイオ株式会社の売上高の期間帰属の適切性

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

コージンバイオ株式会社及び連結子会社は、細菌検査

用培地、体外診断用医薬品、組織培養用培地の製造・販

売、及び細胞加工の受託を主たる業務としており、それ

らの取引から生じた売上高5,206,287千円が連結損益計

算書に計上されている。

注記事項「（連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項）４．会計方針に関する事項(5)重要な収益及

び費用の計上基準」に記載のとおり、コージンバイオ株

式会社及び連結子会社は、商品及び製品等を引き渡した

時点又は顧客が検収した時点で収益を認識している。た

だし、国内の顧客に商品及び製品等を販売する取引は、

出荷時点で収益を認識している。

このうち、コージンバイオ株式会社における収益認識

に当たっては、主に以下の理由から、期間帰属が不適切

な売上高が計上される潜在的なリスクが存在する。

・　販売目標金額が外部投資家へ公表されているた

め、経営者は当該目標達成に対してプレッシャー

を感じる可能性があること

・　特に、販売目標金額が達成可能かどうかの見通し

がつく第４四半期連結会計期間においては、より

強いプレッシャーが存在する可能性があること

・　取引形態の一つである請求済未出荷契約に関する

売上高は実際の製品の出荷を伴わないこと

・　本社以外の細胞加工施設における売上高は当該施

設からの報告書を用いた確認が中心とならざるを

得ないこと

・　販売システムを経由させずに、仕訳起票により直

接会計システムへ売上高を計上することが可能で

あること

以上から、当監査法人は、コージンバイオ株式会社の

売上高の期間帰属の適切性の検討が、当連結会計年度の

連結財務諸表監査において特に重要であり、監査上の主

要な検討事項に該当すると判断した。

当監査法人は、コージンバイオ株式会社の売上高の期

間帰属の適切性を検討するため、主に以下の手続を実施

した。

(1) 内部統制の評価

売上高の認識プロセスに関連する内部統制について、

その整備状況及び運用状況の有効性を評価した。評価に

当たっては、特に以下に焦点を当てた。

・　経理部門における請求済未出荷契約について顧客

からの預け証明書と照合する統制

・　細胞加工部門における顧客から特定細胞加工物受

領書を回収する統制

・　経理部門における販売システムの売上高と会計シ

ステムの売上高とを比較し差異の内容を確認する

統制

(2) 売上高の期間帰属の適切性の検討

第４四半期連結会計期間の売上高の期間帰属の適切性

を検討するため、以下を含む監査手続を実施した。

・　請求済未出荷契約を締結している顧客に対する第

４四半期連結会計期間の売上高について、顧客か

らの注文書兼預り依頼書を閲覧し、合理的な理由

があることを確かめた。また、当該売上高、期末

日の売上債権残高及び期末日の預り製品残高につ

いて、監査人自ら残高確認書の回答を回収し、売

上債権の帳簿残高及び預り製品の保管残高と照合

した。

・　本社以外の細胞加工施設の顧客に対する第４四半

期連結会計期間の売上高及び期末日の売上債権残

高について、監査人自ら残高確認書の回答を回収

し、帳簿残高と照合した。

・　販売システムの売上高と会計システムの売上高と

を比較し、差異の内容を質問するとともに、差異

要因である売上割戻について顧客からの売上割戻

に係る依頼書と照合した。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・ 連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、連結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま

でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。
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・ 連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及

び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等 (3)【監査の

状況】に記載されている。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2025年６月24日

コージンバイオ株式会社

取締役会　御中

 
有限責任　あずさ監査法人

 

北関東事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 　小　林　雅　彦

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 　筑　紫　　　徹

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるコージンバイオ株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの第44期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、コージ

ンバイオ株式会社の2025年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
売上高の期間帰属の適切性

財務諸表の監査報告書で記載すべき監査上の主要な検討事項「売上高の期間帰属の適切性」は、連結財

務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項「コージンバイオ株式会社の売上高の期間

帰属の適切性」と実質的に同一の内容である。このため、財務諸表の監査報告書では、これに関する記載

を省略する。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう

か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査

証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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